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ii研究ノート ii

日本におけるソーシャル・インクルージ、ョンの

政策の必要性と可能性
格差論・相対的貧閃届の動向と

若者・公的扶助受給者の白立支援

芝田文男

I はじめに

EU;及びその加l思国では、ノーンヤル・インクルーンヨン(以下「社会的包摂」

という)が、近イl つの政策目的となり、}jll盟各凶では凶不行動計出 (national

札ctiollplan)が検定されているはそして、欧州委員会は、与国の言十両の:i1tfJ状

況を社公的包摂度(排除度)を示す共通J目標等により、倒察するとともに、政

策的取組みを統合報告古としとまとめて、与国が互いに政策や好事例の情報交

燃ができるようにする l聞かれた嗣性h法J (opcn mclhod cωrdinaLionlの「

続きをとっているつこのような間接的手口、で、労働巾場からの峡外や、移民、

障苫等さまざまな原閃で、貧川や社会的に脆弱な"場にすたされている者を減

少きせることを H標とする各回の取組みを促進している

この背討には、経済のグ口ーパル化、知識に基盤を置く経済の発展による低

技能労働者への市長減、非止規労働者の州大、人口高齢化平家族の扶養機能の

低 l、移民の増大による人組・文化 宗教等の多禄性の増加などにより、労働

をはじめとする社会活動かり排除され、資力にかける人々が明加L-Cいる状況

があるとされている2。そして、このような排除リスクにさらされる者への対

策について、単に紡呆としての失業ゃ貧困に対fる受動的金銭的給付で対応す

ることには、税やネ十会保障の負担者である'1'問凶の反発もあり、労働を初めと
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H本におけるゾ ンヤルイ/クル J〆ヨ/的政第の必要件と日l能件

する什会的活動からの排除障壁をなくす、労働、教育に係る積極的(能動的)干十

会政策を推進していくことが、日u平m:C1l3の各国の社会的包県政東の傾l'リ

としてみてとれるレ

本稿では、ま「、円本において、札の社会的包庶政策的推進の背景と同様

な状況があるかどうかについて、 Mj工の格差仰の和理干 ClJの就労平や相対的

貧困率とのiヒ較を行うことで、牧"すしたい

次に欧州各同の低所得者対策とその受給者の動向、日本における低所得Idの

特徴をI定"すtるとともに、 H本におけるソ シヤ Jレ・インクルージョン刈策の

検討やそれに類似する若者の雇用対策、左右前保議自社文援対策の動向を見るこ

とにより、 10J政策のH本におけるよ画制可能刊の検』吋をf丁うこととしたい

E 日本の所得格差の現状

1 格差に関する議論とその検証

2006'1'に入って、にわかに栴1Z論がマスコミの話題となっているが、発端は

2006{1' 1 )Jの I) J 例経済l~{li 等に関する関係閣僚会議」の資料 tが-}'fZ道された

ことによる{

この資料の中で内閣府事務局は l格差拡大の根拠として、所得消費の格差、

賃金格芹等が」ょ張きれるものの、統計データからは確認できなし中崎)た

だし、ニー卜、フリ タ 等若イl暦の就業・ !I'.;，首形態の変化には、将来の格差

拡大要因を内包していることには注意が必要」と L亡いる{

そして、|叫 1ー1の各調査の世帯所得のジニ係数を引崩し、 l所得格差は統

計卜は緩平かな!J!;}、を不しているが、これは土に古齢化と[11帯規校の縮小の影

14Kによる」と Lてし、る。

その説明として、布年齢層ほど19j-得格£が大きいので、高齢J;w.帯の別加は

マク口の倍差を見かけ!拡大する。核家族化。〉進行の'1'で、単身十世帯。)J曽川は、

J9j-得の少ない世帯の士円加につながり、やはりマクロごみた十九三Eを見かけ上拡大

させるという羊娠であるコ

また、資)付持左については、 r，肝得格ZEと比べて資斥特主の水準は大きしhも

のの、性宅 宅地資産の格差は縮小傾向にある」としており、|叫 1-2のとお

り、総務省「宅回消費実態調弁(l999)Jの一人以上世帯について住宅・宅地

資産額のジニ係数が1989午のO.7I.IBから1999午に0.6弱に柄小している数字をYl

北法57(3. 357) 1353 [180] 



図1-1 各調査による世帯所得のジニ係数

研究ノート

図 1-2 家計資産のジニ係数
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図1ー 1、1-2 資料内所内閣府「月例経済報告に|却する関係閣僚会議資料J (1月)

図1-1 総務省「家計調至近」、「全国消貨実態調査 (2004年)J厚生労働省 「所得再分配調査」

図 1-2 総務省、「全|玉|消費実態調奔 (1999年)J I玉|土交通省社会資本整備審議会「新たな住
宅政策に対応した制度的枠組みについて」参考資料より

崩している。確かに、資産格差のうち実物資産の格差がバブル崩壊とその後の

デフレ傾向による土地等の大幅な値下がりにより、縮小したことは間違いない。

金融資産は1994年から1999年にかけ微増のように見える。

他方、「企業における雇用保障のない「フリーター」等の非正規雇用者は正

規雇用への流動性が少なく、雇用の;ー:極化が進むおそれがある。ニート、フリー

タ一等の自立支援に関しては、能力開発の実施や地域一体となった若者の職業

的自立の支援対策の充実が重要。」として、若者のフリーターが2004年に213万

人で、あることや、 15~34歳の転職経験者のうち 1 年内に現職に就いた者につい

て、「パート・アルバイトから正社員へ」の比率が1990年の40%弱から2001年

に20%半ばに落ち、逆に「正社員からパート・アルバイトへ」の比率は10%台

後半から約30%にート昇している15:1'ド版国民経済打書の分析を引用している。

この主張の適否を先行研究や行政の統計等から検証してみたい。第一に所得分

配の状川とその原因が高齢化や世帯構造の変化にあるという主張であるが、これ

はん竹氏 (2005)oに多くを依拠しているようであり、凶 1-1も大竹 (2005)の

6ページの図(図2)に所得再分配調査(再分配所得)の数字の推移と全国消費実

態調査の2004年の数字を加えている。図1-1が調査によって数字がかなり異な

ることについては、大竹氏は「家計調杏」は、二人以上の世帯が対象で、貧困層

に多い単身世;貯が除かれていること、調査対象者は家計簿をつける必要があり、

機会費用が高い高所得者や家計簿をつける余裕のない低所得者がサンプルから抜

[181J jヒ法;'7(3'356)1352



日本におけるソーシャル・インクルージョンの政策の必要性と可能性

図2 世帯所得のジニ係数の推移
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資料問所:大竹氏 (2005) p 6 
原データ:総務省「家計調査J '全凶消費実態
調査」、厚生労働省「国民生活基礎調査J '所得
円分配調査」の公表ジニ係数又は公点統計から
大竹氏が計算

け落ちる可能性があるとしている。

他方、急速に不平等度が仲ぴてい

る「所得再分配」調査については、「当

初所得」の定義が「雇用者所得、事

業所得、農耕・畜産所得、財産所得、

家内労働所得及び雑収入並びに私的

給付(仕送り、企業年一金、生命保険等

の合計事局の合計積とされており、日

齢者のみ世帯の収入の半均 7割程反

を市める公的年金などの社会保障給

付が入っていないので、人Uの高齢

化とともに急速にジニ係数が上昇し

ている」と指摘するとともに、世i肝人員が変化したことによる効果があるとして

いる。

確かに、調査の当初所得は公的年余を含んでいないため、当初所得のジニ係

数が過大に出る。図3のとおり公的年金を含む再分配所得で見るとジニ係数の

上昇はかなり緩やかになる。

図3 世帯人員の変化と所得再分配

平均世 当初所得 再分配所得 税再分配所得 社会保障再分配所符

帝人民 ジニ係数 ジニ係数 改善度 ジニ係数 改善度 ジニ係数 改善度

1987 3.19 0.4049 0.3382 16.5% 0.3879 4.2% 0.3564 12.0% 

1990 3.05 0.4334 0.3643 15.9 0.4207 2.9 0.3794 12.5 

1993 2.96 0.4394 0.3645 17.0 0.4255 3.2 0.3812 13.2 

1996 2.85 0.4412 0.3606 18.3 0.4338 1.7 0.3721 15.7 

1999 2.79 0.4720 0.3814 19.2 0.4660 1.3 0.3912 17.1 

2002 2.71 0.1983 0.3812 23.5 0.1911 0.8 0.3917 21.1 

資料 I 平均|日帝人員は「同民牛活基礎調盗」による c
2. 1987 ~ 1999年の当初所得、再分配所得は平成14年版厚生労働門書
3. 2002年の当初所得、再分配所得は平成14年「所得再分配調杏報告書」

また、厚生労働省は1999年と2002年の所得再分配調査について、ジニ係数を

要因分解し、それぞれ前回調杢の値からの変化について、人U高齢化による影

響(試算A) と世帯構造の変化による彰響(試算B) を行っている。(図 4)

北μ、57(3・355)1351 [182J 



図4 ジニ係数の要因分解

(1996年調存から1999年調布)
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H)9()年前l角、 。-1'112 O.360o 

出典干成14年版厚生'1制l山者

(1999年調子子治、ら21川2年調布)

当初所得 再配分所得

2002年調査 0.4983 O. :1812 

I 0.0169川 。α).32
日式主主A 0.4812 (). :~I以)

I 0川町 。α)47
日式詳E 0.4747 0.3733 

i叩り年訓告 0.4720 0.3814 

出比平成11年「所作再分配l洞合報告;')J
試はA てれC'tLの訓J査におい亡前日と年齢による世帯lヒ竿を前日
調杏ζ同じになるようウエイトづけしてン二係数を叫出し
たもの。 lすなわち高齢化的早注聖士除いたj

試ii"B 試1，~1 A ドおい亡さらに世帯人同日IJの1再 lEが ~íj lW調幸子と 1 ，，)じ
になるようウエイトつけしてン 係数を算1'1'1したものす
なわ九世帯人買の変化の影響を除いた〕

公平皮が閉したという結果になっている{

研究ノ 1 

1999'tの所得再

配分調芥の試算で

は、 1996年から99

年の当初lifd与の変

化のうち、同齢化

と世帯構造の変化

により、合言十約

35% 由、~}~明でき、

再分配所得では

i3%が説明できる

としてし、るい

2002年の所得円

分配調奈の試貨で

は、 1999年から、

2002'1'について

は、当初j所得的変

化のうち、高齢化

と世帯構造で89%

が説明でき、再分

配所得では、両ん

の要素を合計する

と100を超えてし

まう}よなわち、

耐齢者に対する公

的年金等の何分配

で、前回~JM査ーより

それでは、格差ペ小平等の進行は全く問題ないのかというと次の凶点におい

て、社会保障の制度改革の検;;tゃ jæ常、円分配政策的枚討にt弘、て~m題がある

のではないかと思うー

第 に、世帯情i立の変化は、上記凶 4で過去2同の調布で不平等度の変化の

23 % -9"つの影響を附している。さらに80午代からさかのぼると、閃5のように

[18:J] 北法:i7(3' :;;)4) 13:J() 



円本におけるソーシャル・インクルージョンの政策の必要性と可能性

図5 世帯構造別世帯構成割合の変化

単独世帯 核家族世帯 三世代世帯 高齢者世帯

1980 18.1 % 60.3% 16.2% 4.8% 

1990 21.0 60.0 13.5 7.7 

2000 24.1 59.1 10.6 13.7 

2004 23.4 60.6 9.7 17.0 

1. 1990年までは「厚生行政基礎調査」鈎ω年以降は「国民生活基礎調査」
2.高齢者世d貯とは65歳以上の者のみか、これに18歳未満の未婚者が加
わった世帯

三世代同居世帯が減少し高齢者世帯が増加している。これは80年代に己われてい

た「日本型福祉社会」を支える家族の経済的扶養力や家庭内介護力の低|、を意味し、

年金や介護保険等の社会保障の重要性は高まっている状似を示すものである。

図6 世帯主年齢階級別ジニ係数の推移

ii 同pdr
i;|宅ヂダL
020 

J!l-~' 耳11"'"民事担 組、Ll. ' S -l.~ 臼 ;， ~~品&<.1岨 7Q.? 4 ~lLt
世帯主唱自陣掴嗣

資料川所:山波瀬氏 (2005) p167 
データ「国民生活基礎調査」

第三に、これは内閣府もk竹氏も

主張しているところだが、若年層に

よる非iE規雇用の増大などの雇用構

造の変化がもたらす不平等への懸念

である。

凶6は白波瀬氏 (2005)6の国民生

活基礎調査からとった世帯主年齢、階

級別のジ、ニ係数の推移で、あるが、 25

-29歳の層は1986年に比べて1998年

は数怖が上昇している。その背景に

は前述の内閣府の記述にもあるように非正規労働といわれるパート・アルバイ

トの増加が見られるとともに、非正規雇肘の割合の卜昇が特に若年層で高い傾

向にある。(図 7、8)

そして、正規社員とパート・アルバイトを中心とする非正規職員・従業員で

は、平均して 6剖の賃金格差(凶 9)がある。また、若年無業者(ニート)と

いわれる年齢、15-34歳で非労働力人口中、家事も通学もしていない者の数も、

1993年の40万人から2004年には64万人に増加している。フリーターや若年無業

者の増加については、かつては若者側の就職に対する意識に主因があるように

いわれていたが、フリータ -213万人 (2004年)中、 67%にあたる143万人の学

歴は中学又は高校卒であり、厚生労働省の「新規宇卒者の労働市場」に関する

北j去57(3・353)1349 [184J 



研究ノ 1 

剥査によれば、尚卒の新規ザ卒者の求人が1990年の13/1JJ人から200，1年の22}J 

人へと 1/日にまで減少しているなど、救n資格や技能のflhミ:r;への労働J志望

。〉減少と雇用の非正凱化という先進同に共通する傾向が見られる。

後述のように、若年層を中心、とした止規雇出へ転換を支援よる教育訓練、職

業料1r-対策等の強化、賃金等の労働画。〉待遇ヤ社会保障等の側面での7巨剥・非

正規の合珂刊に欠ける取扱いの差の所I消が課題となる。

[185J 

図7 雇用者に占める非正規職員・従業員比率

ゴト正規雇用の比率 うちパート・ TJレパイト

1990 20.2% 16.3% 

199:1 20.9 17. :~ 

2000 26.0 22.0 

主)04 :1L4 22.0 

1. 19例)-2 年結お有 l ノ:J~勃 !J調斉特川調斉 1

2. 2001年総務ノ市「労働力l司令(詳細名li:t!:)J
3 非d胤職且・従業民は役目を|徐<iii'則三百から，1胤職且・従
業問を差し引いた1';

図8 年齢階層別非正規職員・従業員比率

) 99'1 引)α) 上昇平

iο24長(イ十学中除く) 10.6% 33.3% お 0%

2;}-;]，1歳 11. 8 2o"j 11，6 

お 44浪 19，8 26.3 6.5 

4;;-;-)4歳 20.0 28.D 8.3 

5.:;-64i:l 26.9 39，6 12.7 

日歳以 l 2)2.0 GG，O 14，0 

l 労働政策審話会職業能)J間充分科会資判より
2 資枠出所は図7ζ同と
3 非ilJH職員 従%買は役員を|段〈版刷苫かレコ，1胤職員 従
業員を茶L51しゐ/七者

図9 正規の社員とフリ ヲ の賃金格差

I;j-;]，l歳の

同性作活用昔
フリータ一

正規の社員

51収平均前

J:lLl万円(41.2)

31.'3.1h円(100)

労働政策各議会服装能力開発仕科会世料より。はT円十民
貴士を 100 と，~た 7 リ タ 賃士の比率
資料労働政策研究研怯償措「若作就業支援の]見机と説題」

フリーターは古~]約九ょの昨日てがパート・アルバイトの百
データは総務省 l就業協芭来木調杏 はu(2)

北法;)7(3' :;:12) 1348 



H本におけるソーシャル・インクルージョンの政策の必要性と可能性

第三に、高年齢層内での所得格差の問題である。高齢者の聞では格差が大き

いことを所与の条件として、その内容は考えなくていいかという問題である。

「国民生活基礎調査」の全体のジニ係数は1998年で0.32台であるが、図 6で世

情干の年齢別にみると、 60歳代以上は、全体の平均を超え、年齢層が上がるに

つれ0.4に近づくなど所得格差の拡大が見られる。

図10 不平等(ジニ係数)の変化

0.45 

0.40 
‘h号、 /高齢曹のぬ世帯
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資料出所 白波瀬氏 (2005) p166 
デ タ「同氏津市基礎調査」。

これは、 75歳以前の比較的計い高

齢者層は、高い労働F干て (2004年男女

計 60-64歳54.7%65歳以上19.8%

男性 60-65歳 70.7%65歳以上

29.2%) から、就業しているかどう

かで所得に大きな差が生じること、

第ーの論点とも重なるが、三三世代同

居世帯かどうかや、高齢単身久性、

単身男性、高齢夫婦かという世帯構

造の違いによって、図11にあるよう

に可処分所得が異なっている O

これは、同居家族の扶養力の差と本人が受給する年余の差(高齢女性単独世

帯はIn国民年金か基礎年金のみの場合が多い)にもよる。図10に見られるよう

に、基礎年金の創出等の年金制度の充実もあり、高齢者のみと全体とのジニ係

数の可処分所得格差は1986午当時に比べれば縮小傾向にあり、高齢者の配分を

削って若年層へという志見も強まりつつある。無論、現役並所得の高齢者層に

負担を求めることは妥当であろうが、蒸礎年金のみを受給している:省が多い口

齢女性単独居の可処分所得の低さなど、高齢者内の所得格差にも十分配慮した

議論が求められる。

図11 高齢者世帯構造聞の可処分所得(中央値)格差

1986 1989 1992 1995 1998 

男性単独世帯 45.75 54.26 61.29 57.24 59.02 

女性単独世帯 35.57 44.39 37.85 40.13 41.11 

夫婦のみ|吐帯 64.63 69.99 69.34 71.49 71.15 

その他世帯 100.∞ 100.00 100.00 100.00 100.00 
資料同所:r'1波瀬 (2005) p170その他世帯を100とした場合の値

データ「凶民生活基礎調査」

北i去57(3' 351) 1347 [186J 
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第四に、実物資産の格差は縮小したが、金融資産の格差はどうかという問題

がある。前述|其11-2では金融資産のジニ係数は1994から99年にかけて0.5台

の中で微増傾向がみえる。

また大竹氏 (2005)の中で図12-1を掲げ、総務符「全国消費実態調査」か

ら、金融資崖を保有している世帯の中での金融審杏保有績の対数分散の推移を

みると、保有資産額の格差が拡大していることや、その要因が年齢階層聞の効

果ではなく同じ年齢階層内の不平等度の卜昇が原因としている。また図12-2 

は年齢階層別の金融資産不平等度が25-29歳層、 30-34歳層で90年代に高まっ

ていることを示し、親からの遺産相続の影響がある可能性があるとしている。

この点については、太田氏 (2003)7は、 20歳台は資産の絶対額が小さいため、

格差は大きく出るが、加齢とともに縮小するので、その後逆転できないわけで

はないとしている。確かに20歳台で相続する者はそう多くない可能性もあるの

で、むしろ前述の若者の所得格差の増大や非正規雇用の増大もあって貯蓄等の

金融資産を保有ーできる余裕のある者とできない者との差が広がっている可能性

が高いと思われる。

図12一1 対数等価金融資産分散の推移 図12-2 金融資産年齢内不平等度の推移

世帯主25歳以上普通世帯

1'" 

=竺12

資料w所:大竹氏 (2ω5) p32 総務省「全凶消費尖態調査」より大竹氏が特別集計

前述図3の税制による再分配効果は1988年、 1994年の所得税の累進度の低下

や税率のヲ1I、げもあり、年々低卜している。 所得税については、税と個人の就

労意欲をめぐる議論や直接税から消費税等の間接税への移行などの様々な議論

もあり、税の再配分機能を強化することについては異論もあると思われる。相

続税も同じ1988年、 1993年、 1994年、 2003年と年々の改正で税がかからない基

礎控除の額が1988年改.if前の2000万円に法定相続人の数に400万を掛けた額を

[187J 北法57(3・350)1346
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加えたものかり、刻化は6000)J円に法定相続人の数lこ1ωO!J円を掛けた領を加

えたものにまで引き上がっており、税率もかなり侭下LTいる}

こちらのhは、就労意欲とは処|勾係であり、以|の金融資産情差の問題やス

タ トラインのよド等とし寸機会のよド等の見地に鍛みれば、格ZE娃止のための己主

舎の議J~Ii O)余地はあると思われる。

2 EUの労働力率、相対的貧困デーヲとの比較

次に、 ICはじめに」で述べたように、Elではゾーシャル イ〆クルージョ

ンを政策円的の っとしているが、その問題状況や政策日標を去f指標の視点

から、 H4'が EU~字と阿桜な問題状況にあるのかを見てみたし U

(1) 失業率、労働力率

EU各国は8年代から困によって波はあるが高い失業率、特に打者失業者や

I 年以卜長期l夫業者の増加にιしんだo 200C年のニ)ス欧州理事会で「貧困と
社会的排除との闘い/という共通日棋を掲げているが、その中でも労働への参

加が番刊のH標とされているマ

就ノJ対策については、別途E仁扉崩戦略が定められており、 2000イ|のリスボ

ン欧州到すト会及び2ωl年のストックホルム欧州珂事会で、ヨ一口 yパにおける

男女全体の労働)J京を70%以上、女性的労働)Jネを60%以上、 55から引歳の両

年齢層の労働力半を50%以トとすることを2010年までの日標としといるべ

ノーンヤル・インクルージョン政策としても、労働は単なる経済的なJI)(人を

得る手段としてだけでなく、人が社会的なつながりを形成J一る卜でm要な役割
を持つものとして碕他的に位置づけられている。l叶13にスウょ デン、ドイツ、

イギリスの失装率を比較しているが、 90年台Tlf以降各凶とも 9%台まで失幸

江戸が|弄した付その後、スウェーデシとイギリスは積極的労働政策と比較的柔

軟な労働巾場により失業率は低下したり他方、ドイツは近年改革を逆めている

が、比較的使直的といわれてL、る労働市場や旧東独地域と旧西独地域の格差も

あって失業率や長期失業率は高11まっているつ若者の失業率は3困とも高い状

況にある。日本もバブル後遺症から長リ|く小況によるリストラ等の悪化した90

年代半ばより失業率は 4~5%台の水準に移わしており、 1 でみたような若者

を'1'心とした非if制職員の増加が見られるコ

札 Iでは前述のように労働力率についてZOIO年までの 3つの 同棋(令休、女

性、 55-6，1歳)を定めており、阿Hはその達成l文作いを見たものだが、スウェー

北法57(3-34:>)1345 [188] 
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図13 失業率・長期失業率 (12月以上)・若者 (25歳未満)失業率

ス')21ーデン トイツ イギリス 口 本

'U:'牟 長期 :0苫 f人うた土手 長期 :0苫 'U:'牟 長期 :0苫 f人うた土手 長期 :0苫

1990 1.7% 0.2 4.6 4.8 ? " "ユ 6.9 2.4 10.1 2.1 0.4 ，. 
1991 9.1 2.3 22.0 8.3 。円t 15.6 9.3 1.1 16. ，1 2.9 

1997 9.9 .3.1 20，6 9.1 4.6 11;.2 6.S Rユ L1 .3.4 

:αJO 5.6 1. ，1 10.J 2 。円t 10.6 O. 1. ，1 12.2 1.7 

2n02 4.9 1.0 11.9 お2 3.9 14.2 1.1 12.1 ，J 4 10.0 

:αJ3 5.6 1.0 13.，1 9.0 1.:) 11.7 1.9 l.l 12.3 :).3 l.8 10.2 

2n04 (;.3 .2 11;.:ミ 9，ユ S.4 1 S. 1 ， 1.0 12.1 ， 1.6 9，ユ
出典スワコ デ/ トイソ イドリスの1994年以降デタはEur山 LaLhllp> /eppれ】ro:，LaL
Cl'C.C1Lint 'portal 

4 凶の 19~(卑及ぴ円本の 1994年以降デ)夕は OECD Emplu印刷t仁川t1凶k訓 )5

図14 全体の労働力率・女性労働力率・ 55-64歳労働力率

スウ仁 --jシ トイツ イギリス H 本

全休 女作 ，1，1ω品 全休 女門 日5ω品 全休 女作 ，1，1ω品 全休 女門 ，1，1ω品

1990 83.1 81. 0 69. 6，1.1 52.2 36.8 F ヲ 5 62.8 日.;.2 68.6 百円 8 62.9 

1:)94 70.2 日邑，;) 6日" 64.7 55.1 48.1 67.9 61.2 56. .) 

199， 69. 67.2 65.1 63. 百円 3 ，17. 69.9 63.1 円8.-1
200u i~~. U 70，9 67.8 65.6 5邑， J 46.4 71.2 64.7 60.1 68.9 56.7 

2α")2 73.6 ア2.2 70.1 GS .1 58.9 17. :i 71. 65. :2 62.6 G8.2 56ユ 61.(; 

2似)3 72.9 71.5 70‘8 65.0 5邑.9 48‘2 71.5 6亡')，vリ 64‘8 68.4 56.8 62‘l 

2α11 i2.1 70ユ G5.0 59.2 50.7 71. 6 65.6 65.7 G8. 57.1 63.0 

i'I'r典スウ仁ーァシ、ドイ Y、イギリスの199，1イl以降ァ タはt:llro~1 江 l hllr://rpp_rlll"O¥l九1

C山山int/凹 rtal

4岡町1叩Olf及び口ふの1991年以降データは OF:CDF:mplo、JllE'11l仙J(look2川5

デンは全てのH標をクリアしている上に、女件千百年齢層の労働力率が4寸本と

あまり差がないことから車用に関する年齢や性別に対する障壁の低い刊である

といえる}イギリスも 3っとも片標を達成Lているが、 ドイツはお 64歳の労

働率以外の目標を達成できていないc

Hイメは高年齢層の労働力率は日ul司棋をクリアしているが、女判明労働力率

が低く、全体でも70%に到 t圭L-Cいなし、。新者の労働対策とともに、りJ[，(の肝

[189J 北法~7(3. :;48) 1344 
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図15 各国のパ トヲイム労働者の割合の推移 用の均等処遇対策や、 fども

雇用背全体 女 性 の蓑n等の家庭と雇刷をIrhj立
させる、労働出・社会保障面

の対策の強化が望まれる。

lリリIJ 引)01 2似)2 IDりり

スウコ』ず『ン 14.ユ n.9 LU': 24. 

ドイ y 13.-1 18.3 18.8 己9.8

イギリス 20，1 22 7 山 0 39. 

~，ド 19.2 三1.9 己5.1 L>L>. 

'tt料Il'.flJI:OE二DEmpl川 mcnt仁ut]ook2(叱3

2001 2002 

21，0 2n，府

35.0 35.3 

4{l，，3 4n.l 

11.0 11.2 

各問。〕パ トタイム労働者

の告J合のiヒ率はスウェーデ/

以外は卜討している。特に、

イギリスと H本は高いれ

(2) 相対的貧困層の動向

ElIのソーシャル・イ〆クルージョン政策では、貧困ライン以卜層を減少さ

せるように件同の行動計而における努力を促している乙貧困ラインの指僚とし

て、世帯人員数を調整した等価可処分所得で、所得の中火1，白の50%本満を貧困

出、 60%未満を貧困リスク Idとして、その人口の比井、を指標として、千手間のデー

タの比較と政策努力を促している{

閃16は、 2肌)5年第 4凶 OECD宅|会保防kr;;会合の斤景丈古にも引用されて

いる。エ-1ichaclForsLcrと.:¥..farcod'Ercolc(2005) 1F1990イ|代後半の OECD諸凶

の所得分配と貧困巴(I町omeDistriblltiol1 and Po¥'ertv in OECD Countries in 

thc Sccond HalI 01 Lhc 1990's) による 1990イi代半ばと2000イ1'-:i!1辺の ElI3 Wと

日本の 111布等価可処分i~Î-得がj ~Î-得中央値のろ0%未満の層と削%未満の層の全体

の人IIに対する比京ぴ〉推移を去したものである。

日本はイギリスよりも畑対的貧困層が多く、 OECDの60%未満層の20C川年

のデータで比較1 ると Gí~昔凶では 11 本より多いのは、アメリカ (21%) だけ

である A

図16 1995年・ 2∞0年の相対的貧困層(所得中央値の50%未満と60%略満)の人口比
スウ c--Y-':;- ドイツ イキリス H イく

「州%未満 60%未満 日0%未満 引〕ヲ4米{柿 日%未満 60%未満 日0%未満 引〕ヲ4米{柿

1995日 t% 8% 8% 11?る 11% 19% 11% 20% 

2000b :i% IIμ 9% 14μ 11% 19μ l:i% 21μ 

aトイ Yは1994年 bドイツは2001年。
1'1'1典 :¥-lich乱clForstcr 8:.九lrtrcod'Erco!c (2005) "lnromc Dislrihlltion <tnd Povcrly in 0ιCD 

Cuuntri出 Inthe Secoud Half ul the 1 ~!xrs 
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この傾向は、他のデータでも検証されているのか、また、相対的貧困層は増

加傾向にあると言えるのか、その要因は何か、格差の拡大なのか、 1で述べら

れていた高齢化の影響があるのかが、次の問題となる。

大竹氏 (2005)は図17で「国民生活基礎調査」を特別集計して中位所得の50%

未満の所得の世帯比率を調べているが、この図17の等価可処分所得の値が、図

16に対応する。 1995年で13%程度、 1998年で14%程度と約 1%ずつ程度低いが

概ね近似しているといえよう。

図17 貧困率(中位所得の半額以下の所

得の世帯比率)

Headcount ratio年齢計

H-4 
:I - ~ 
←寸ー→一

19・19i') 駒 1m 卯.. 

資料出所大竹氏 (2ω5) pl0 ドI.R坐活基
礎調査」から大竹氏特別集計

また、厚生労働省の「平成14年所

得再分配調査報告書」によれば、所

得再分配後の位帯人員数を調整した

等価所得でみたジニ係数を比較9し

ているが、スウェーデン0.252、 ド

イツ0.252、イギリス0.345、アメリ

カ0.368に対して、日本は0.322と

なっており、この安土怖ではイギリス

よりはf氏いカ人 ドイツ・スウェーデ、

ンに比べて、英米に近いグループに

位置している。

増加傾向にあるといえるのかについては、大竹氏の分析による図17の等価可

処分所得の貧困率の推移をみると、 1989年のパブ、ル崩壊前は10%以下であった

相対的貧困率が1992年に12%台に跳ね上がって以降、微増傾向にあるようであ

る。

図18 年齢階層別貧困率(等価可処分所

得の Headcountrate) 

41 

jFく
1ぬ 1'!¥1 I~l 19o1 切"

.....語、lJ置
-+-!l‘Xla 
-，，-1t)、)ll
~ J'叫E
_ ;0寸法
~.司 拐、却~

「ー知、jll
~ ll'叫
....ω、 6~i

-←.，、W
..... XI~nr， 

では、その要因は何か、等価可処

分所得であるので世帯構造の影響は

取り除かれているが、高齢化の影響

があるのかが問題となる。同じく大

竹氏の分析による年齢|倍層別の貧困

率(凶18) をみると、一つは20歳台

前半層が90年代から上昇しており、

20歳台後半層も95年から上昇傾向が

見られる。 1で見た若年層の非正規
資料:大竹氏 (2∞5) p25 持1T6津市基礎調
査」から大竹氏特別集計 雇胤の増加|の影響の可能性が大きい
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と思われる。

日歳以上の高年齢層の貧困率は、年金の充実干厚生年金受給計のI円力nもあっ

てか改善は見りれるが、その水準はお~30%台と全体の貧川京 (Eí%ßB) を大

きく上阿っているので、彼りの人口構成比率の町加、すなわち高齢化が桜響を

/えぼしていると思われる 2

次に10JじOEじIIの報24育から、凶19で17hl(j:)， 1の千どもの桐刈的貧困層に

回する人口の比千を見てみたい〕スウ L~テぉンは了どもの干斗の充実のためか

ヤ体の相対的貧困層の比率より、寸どもの貧困層の比率が悦いこと、 ドイツと

イギリスは逆に了ともの貧困国の比千えが市〈、特にイギリスが高く、このため

イギリスでは険会の、r写刈策もあって、 21J11J年までに千どもの貧困率を半減す
ることを円標に、親の就労立持、児童を持つ十世帯の税控除、貧困千の而い地J&

の保育写の主市対策等を品じている

また、日本の了ともの貧困国の比千えが全体の比井より低いことは、下ともの

手当がさほど充実していないことに針みると、興味深いっ近年のゴ|辻規労働の

増加により若者において増加している貧困層が、結婚をしない、子を持たない

という選択を採った結来として表れている可能性がある。チどもの貧|本|京が

2ωo年時点で日本より多いのは G7諸国では、アメリカ (21.7%)、イギリス

(16.'2%)、イタリ (1.3，7%) である。

後述のようにイギリスをは子どもの貧困の根絶を H擦に、片親[l1:w等報の就

職支援やチどもを持つ世帯の悦額控除的拡大を進めており、 l叶19でもて「どもの

貧困北半はやや低下がみられるが、日本はトタiしてイキリスの水準に近づいて

いることが懸念される。

図19 相対的貧困層(所得中央値50%未満)の全体及び子どもの人口比

ス"ュ』ラyン ドイ y イギリス 口 本

土体 チども 土「十 チとも 土体 チども 土「十 チとも

199:i日 4% 2. S同 氏% W， (j出 11% li.4同 14% 12，0同

2000b に5% 3.6% 9% 10.9% 11% 16.2% 15% 1l.3% 

aドイソは1994年 bドイソは2001年。
¥Iich出 IFOr~ler & ¥Tarωd日('()Ie(2 日 hl('()lllピ町slril)uliOTlaTlcJ P引 erl)iTl OECD COl.llll了1出

in tllC Scconrl jlalfゎfthc 1990's 

Jl;!典 OECD叩lt'stlulmanピOlldistriiJutiuIl 01 huusehuld illcüllle~ より司口

北法57(3-34;;)1341 [192] 



研究ノ 1 

E 欧州各国の低所得者対策とその受給者数の傾向

1 就労年齢層に対する拠出制の失業保険と税財源の失業給付、積極的労働市

場政策

就労年齢出の低所得者干低所得になる')スクが大きい失業者に対宇る給付と

しては、夫主給付千社会扶助(生活保茂)がある〉以「 ιL3困のむIJ度概山、受

給者数と比較する乙

まず、拠山制の失業保険(求職首給付)があるが、その支給朗|刊は保険加人矧|出

や年齢等により呉なり、同によっても異なる(阿20)い日本はイギリスの次に

短いが、 36ぅ日とぶかったドイァも 2IJ06年より 12ヶ月 (55歳以上18ヶ月j に短

縮されることとなった。

ヨーロッパ各回は、拠出ili!J保険による失業給付以外に税財源による失業給付

制l支がある。

図20 各国の拠出制及び税財源の失業給付

スウ工ーテぁン ドイツ イギリス

拠，'l'，刷給fす 夫業i~険 失業手当 I 求職者給付

給付問|山 最人600円 5.)1~足未満 1~月 2う週(6.5月〕

その持活動保障 五歳以 118円
プログラムヘ移行

給付額 従剛賃金80% 従円u賃金日 ::;7% 2S歳以 1-.i:1N:i1.日日
ポンド

円不jユノJ円

:m肘加給付 基礎保険 公司t給付rr(布I~t人 pl， 得-;;I~J査制J、職苫

主背に十士会干当支 中出J
特}

H額 日額:120ク円ーネ j、柑子 1人 よ端子2人
=片約四万円 旧西独883ユーロ 地1，8.5ポンド=

12. SJ; f-Y 刀lli..lJJI-Y

受給古数 2001 59万人 2005午lUH 2003 92万人
(人11比) lii.6%1 新制度647J;人げ上 (l.ii%) 

拠11'，措Ijと 会「、円主手合直除くj
院財加の ("i.S%) 

イ?計 20011n制度ι支給昔

40"万人件り%)

T封T料 十世片y界宇のlυ与以L司牛r':労討闘託)泊1J3午版、 200削1午版、 「ド占イ j . ~沿"杭山tisl只叫泊"町促凶h恥w凶只 u仏'"町凶d
p汁lR号

[193J 

H 木

尿胤保険(求職者

給HJ

最人出IJ円

us意引)年初1入j

I宇古'苫等360H

従目irt主主簡の
50-(lO% 

な L

以llJ l半~J 68万人
(0.::;%) 
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H本におけるゾ ンヤルイ/クル J〆ヨ/的政第の必要件と日l能件

アスウエデン

スウェーデンは、失業保険は任回加入となっており、その給付は従前給ワの

80% (日領に|限あり)となっているが、加入しなかった者十拠出要件を満た

さなかった者も税財源の基礎保険から定教の給付 (2002年円額::120クローネ=

5.013円)が文給される。給付期間はどちらも 律300日の給付だが、その間 6ヶ

月 I~Jの就労λは救ñ 訓練フログラムに参加していれば、史に300Hは16110H) 

の失業給付がなされる、 600口むも就職むきない者は、 hii重DJ保障プログラムへ

移行させられ、 f阿別相談や1同別の就労に向けた行動日|幽を立てて、集中的な求

職立緩山首UJ、教育訓純、企業の賃金補助1，)き雇用又は長期l教育訓練等のメニュー

により失業からのmu~問、目指される そのプログラム参加中は失業給付に相当

する干当が支給きれ、参加者が就職をらヶ月粧統するまではその対象となる。

就職徒同ぴ失業すれば内度失業保険の受給省となり得るつただし、失業保険受

給'1'から公共職業安定所の斡旋する仕事をif当な埋出なく断った場合は、段階

的に給付が減額され、 3度f巨千円、的場合は全額削減されることになっている

スウェーデンは、同14で見たように全体の労働力ヰは EUの2010年門標の

70%を超えているが、 2001-200311の凶家行動計幽で2ωィ.{jまでにこれを初出

に引きトげるという肝心的なH標を立てたc 結果は、国際経治の影特による輪

山ぴ〉仲ぴ悩み、若者的進学意欲的上昇、新規の移民や欧州系以外の移民の労働

力半の伸び悩みにより H標は達成できなかったじ

他心、 2003-200，i{1の凶家行動百|幽では傷梢で休む者に健l宗保険から支給さ

れる傷病手当(日本と同様な制民だが、従前賃金の76%で期聞は柏市1)限)の受給

者が女性を中心に尚まっておけ、2002イ|で総労働時間の G%にYえんでいたため、

これを2印18年までに「減させるというれ椋を立てているサその方策は、従前使

用者の同十百は休業3週間分全額だけだったものを、休業2週間分全額とその後

の論付のlS%とすることで、事業ヱによる職場環境の整備や職場復帰支援を促

すというものである一 20凶作をピークに受給者は減少傾向にあり、政l自は口標

の2008年までの達成に11信を持っているが、一部には、この方策が健康に問題

のある労働者の採用T控えや解京につながることを懸念する意見もあるレ

イ目 ドイツ

ドイ yは、 2004年までは、拠山制失業保険の給付朋聞が過ぎても失業してい

る就労叫能な者で、本人や牛計を同じくする親族の所得や資産調査の結果、同
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研光ノ 1 

窮状態にあると認められた者は、税財源の夫業扶助(従M'J賃金の53%crども
なし) -07% (子ともあり))が支給されていた。更に失業扶助で生活できな

い場行、社会扶助(日本の 1;lj削指睡」に相当)も重複会給できたー

これを引附日年 1月から抽わされる「ノ、ル Y第4法」により改止し、就労能力

のある者は、社会扶助は支給せず新たに作られた「失業給付 H

(Arbeitslosengeld 11) Jのみが支給されることとなった{これは定額の給付で

社会扶助額と同水準とされている。 (2005苧月額単身 18丙独 345ユー口 ~4.9

万円|円東独 331ユ ロ=4.7万円配偶者|円西独 331ユ ロ=4.7万円加算、14

歳未渦の了(就業できない被扶走者は「社会干当 (Sozialgc1rl)J とし亡支給)207 

ユーロ二2.9万円加算)この給付は、京引をともにする配偶省の所得の調企や

資産額の調否がある(資産額の卜限は l歳につき200ユーロ 30歳なら6000ユー

ロ=85万円ただし、作用干単はi主当なものの保有は許される)。その受給{i"に

対しては、新たに職業斡旋と子当支給の両方の機能を果たす機関とされたジョ

ブセ/タ _llにおいて、例別相i¥JHll当省が指すIされ、集中的な助言指専が行わ

れることとされている。受給者の就労意欲を向めるため、就労促進のための「取

組似進給付」が支給されるとともに、就業t主的所得的控除額を引き上げている。

定収入まごは給付受給権を失わず、「福祉の民」に陥ることを遊け亡いるじ

他}J、本人が''{2け入れることが基本町」に可能と型、われる職業が料介された場台

に正当な珂卜Hなくこれを拒めIf給付の3割が減額されることとなっているサ

この己主流については、かなり反発もf郎、ょうであるわ一つは、改I卜-.HIJの失業

扶助が従前賃金の50%以トを保障していたのに対L亡、失業給付Hは、社会扶

助と101本準の定衛門保障であt)、資産査定もあること、 I正当な理由なく職業斡

流を断った場合の解釈として、就職先がihl隔地であること、従前の職業資格と

関係がないこと、産業別労働協約質令H卜の水準であることが、 1rj耳理由にで

きないこと等が問題とされたりもう つが、社会扶助受給者の多くが就労能力

ありとして大幅に失業給付Hに移されたことである。 2∞4年秋に己主ifl人j容が明
らかになって以降、 l円単独地域を中心にIぇ対テ2モが続いた{

ウ イギリス

イギリスも保守党メジャ」政権末期の1996"ドに拠庁I嗣!の失業給付が刻在的求

職{i"給付になった吋に、川得補助 (H本の生活保青空に相当) で失業1iに山きれ

ていた部分を統合し、拠出制の求職者千当日obscckcri¥1l(叩川町心lOlrihulcd-ba旬、(1)
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H本におけるゾ ンヤルイ/クル J〆ヨ/的政第の必要件と日l能件

と、税財源の所得剥査制l求職者給付 Oobscckcr.!¥l1owancc Inc01l1c"bascd) とな

り、 lifl得補助は就労能力ある失業計には支給きれなくな》た 同時に拠山制求

職者給付の支給期間は 1年間から、刻化の26;!lに短縮された 2

拠品市IJ求職者給付の給付期間が経過しても史楽しており、資弁企が削削)ポンド

(169)j円)以卜の就労WJ能な者は、所得剥査市IJ求職者給付が支給される。給

付額は、社会扶助である後述の所得補助(IncomeSupport)とIriJ額であるが、

前述のとおり就労叫能な者は求職者約利がよ4給され、所得補助は就労不能と干IJ

~Ií される者にのみ支給されることになっているに

拠，'H制も含めて求職者干当の受給にあたっては、.TobCCnlClの職員と求職

首協疋臼obseeker"sAgr出 llent)を結び、 2週間lごとに受給省は求職活動を行っ

亡いることをチェックされ、改めて l百ちすることになっ亡いる。その主務を呆

たさないと受給資格を失う 3 さらに、 13週経過しても戦に就けず、求職活動が

十分に行われていないと判断された地合は「求職者指令」を発することができ、

6ヶJJ経過絞も失業していると、受け入れるべき賃金本準に制限を付けられな

い白巾L渡されるι

イギリスは、ブレア政権後も求職者給付の仕組みは変えていないが、 1998イ|

からニコーデ{ール (NewDeaJ)政誌という就職支援、職業訓練等の積椋的

労働政策を全凶的に展開しているつ特に18歳から21歳対象。)Ncw Dcal 10r 

Yuung Peoplゼは、 6月u卜求職者手当を受給Lている若者に強制適用され、
個人相談員による 4うけの集中的な就職の助計JT導を行う GalC¥.¥'av期|叫、協

力企業での賃金補助引き雇用、フルタイムの教育、訓練、公的な環境保全事業で

の就労と川料、止はボランティア情動での就労と訓練的L、ずれかを選ぶオプ

ション期問、きらに 4ヶ月の就職肋百指導をわうフォロースルーJlIj聞の就職支

援をそける。 2S成以|で18ヶIH11求職者給付を J受給している長期失業者の

New Dealも強制参加で、|日H金な Gat刊 ay則聞や、訓練、ブ zロースルー閥聞

などの支援を受ける。 00歳以|の者や、母r家庭の者にもイ千意参加の Nc¥¥.
Deal刻策が講じられる。施策的効果と経1止の好川により 1997年に1:10万人以上

いた求職者給付受給者が2003年には92JJ人に減少しているとされている c

また、手当受給計が就職した場合に手当の支給がストアブされる上に税余竿

の負担が増えることで就労意欲が減退する「柄相の民」に|治ることを|坊ぐため、

¥Vorking '1 日 c，吋it (就労税額搾除、以 rWTじという)がある。こjしは2003

干に自L止された低所得で就労L-Cいることを条件にとした税傾控除であるが、
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負。〉所得税型で、 定の所得~Ho)就労している者に毎週 11座に企銭が文払わ

れる{その前身は1997年に創設された負の所得税叫のれ urkingFamily Tax 

仁川liL(WFTC)であり、これは就労しているだけでなく丁ともを扶置している

ことが条件であったり 200:)年に WドI'Cが子どもの保有を条件としない就労税

領控除の WTCに純利L化されるとともに、 fどもに|勾する税控除や所得補助(11

活保護)や失業給付の千ども加算は、 ChildTax Credit (crc)という負の所
得税型の了ともの打、廷に純化した所得挫除に整理統合された。 CTCの方は就

労を公刊としないものとなった行なお、千育てを対象とする所得制限のない社

会保障給{.Jである児亙干当 Child臥 ndiLは別途存ιするい
その給付額は負の所得税出で収入に比、じて逓減するが、千どもがいない場合

の2005-1f-の WTC (阿21)と、了どもがし、る場合の WTCと仁TCの苧額(閃22)

はj:).rのとおりである口子どもが新生児 11歳J、満)の場合、就労話やて子ども

に障害がある場合はさ内に加首がある U

例えば、夫婦止は片現世帯で年収10‘500ボ/ド(約219万円)チとも 2人の

地合、ヂF湘5，855ポンド(122万l'IJ、週112ポンド (2:).4001'j)が支給される。

図21 WTC子なし25歳以上・週

30時間以上就労

担年間総合所作 単身年額 主婦年額

7‘566::'シド市i 1，41u 3，uu5 

8‘日日() I咽250 2，1HS 

10‘りuo 51 U 2， 105 

12‘日()() 。 1， :iGS 

H‘日uu 。 625 

1ii.OOO 。 () 

資料じhilclTax Creclil <1llcl W肝 b刊

Tax Crcdit :'¥ GUj[1c 2005 

イ干リスE知jJHl¥f ReVf:'Il Uピぷ Cu~
tOlni'r ぉ

占 1 25歳の背が周出町|出最沢主主'"で働
いたi揚合の円LI1カず7日i(j;-jイント

図22 WTCとCTCの合算額(年額)

粗年間肘所1~'Ú~ ナ 1人 子2人 子九人

5，(]()()ポンドーl 日，455 7.150 目、邑4u

日()(){l車2 5.085 日‘780 8，，17;; 

10.日竹内 4，1(i{l 日町日ユユ 7咽550

1:)，000 2， 195 .)‘190 5，885 

20，()()0 (j'15 2町.310 .1咽().1ユ

25，Uu{) 545 545 2、185

30.000 シEi 51:; 5，1ユ

~{)， OuO .")45 日4.) 545 

.j()咽000 :'d5 513 円'1;;

4ユ，(){ln ，-;4日 54ユ 54ユ

50，000 :)15 51:) 51:) 

5ユ，(){ln 2W 210 210 

資料 II，Jじ勺年収日 U(]Oポン}は週16--3u叶
問のパ ト引i.IE

ゆ2 年II:ZS，()()uポンドは最恢i人は
10町間以 11民正
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H本におけるゾ ンヤルイ/クル J〆ヨ/的政京の必要性と日l能件

また、保育費用控除額として、政的に高づ主 認定されている保育サ」ピスを

利肘する場合、その賛同の 7割が WTCに加算される (週子 l人122.5ポンド

二 25，GOO円)

2 社会扶助(生活保護)

各凶の社会扶助の比較表は凶おのとおりである}

図23 各国の社会扶助(生活保護)

スウ仁 --jン i" イ y イギリス H 本

結Hl¥祢 社会扶助 社会扶助 所得補助 ど佐川保護

ι給機111 コミ 7ーン l巾IIJ村 l 郡x.i土郡l属さない 民肘年合宵げ1-18' 厚止'71酎有げi'Li'
市 空、Uショブ，h -ノヲ 都道府県市内官祉

~ .プラス 事必"，

対器官 就労泊力ある昔も対 200S{より就労能力 16叫問lよl就労Lて 就労能力のある昔も

京J 公共職安に査琵 のない者のみ)1京 し}る者ベコ事tヨj可能な ~，J象)公共職安での

し求職叫動すること '就労能力ある背は 背除く L 就労tjiL活動を拍厚

前提 '}; "t給付E¥Ri-丁

給1-1額 200ロノf-l世帯当たり 2川市 J、絹子 1人 2003 1自歳以|カ y 2川5年末牟

年~~r-. 旧山独自83.':1.一口= ブ)~- [-2人 178.5 3J~x.売 29J~kι安
3GOOO :/円 -7、 12. SJ;円 ポ/ト/週円16.3 H貴子東以居住

半均妥結則問5.8J-J IJ-:主給付Hと|可拡) 万円 H 16.2万円

月引日夕口』え 9.9 

万円

給N者数 2()02 -i3.4}J人 2川5年新耐i定{l.fJ 校 200:;.2 214}J 人 200:~ 1 :~4 }J 人

t人口lじ) '1. 9%) の*私不明 (3.6%1 u‘05% i 
8 .-9剖がうた業給付

[1.:こ移行したといわ

れる)

2日01 11(i Jjt廿"Ii

291万人{3.5%1

資料世界的J!，LT.労働2以}3版、 20rH版、欧州3同の N<ttional.'¥ctiOJl .Pl川1
1イソ Swtistis心hesBuml出 amt

ア目スウ工ーデン

スウェーデ〆の社会扶助は、日本と同帳、就労能}Jの右艇にかかわら F対象

となることになっている しかし、前述の失業給付平活動保障等の訓練期間中

の給付により、就労年齢出はできるだけY<イ|事に就くよう文援し、支綬期間
中もiifi'得のかなりの部分が保障されること、高齢打に対する低所得層的最低保

障年金や税財源の給{、jが)U，iiされることにより、社会扶助は 時的な最後のよ
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りところという付置つけがなされている。

1990年一何年まで続いたスウェーデンの料出不川の桜響で1996年まで凶民の

8%が交給していたが、その後の経済好転と失業率低卜もあって|ヌ123のように

211112年にはii:'J5 %となっているけどのような階層が受給しているかというと18

~20歳台で35% 、 30歳台で23.1%と比較的背い世代が多く 65歳以 1":が';'.11%と

1~lい口これは、 40年 I~Jの国内居住 '~:fヰを満たしていれば、年金制度から所得iヒ

例年金受給績が低い出には最低保障芹金が支給されること (2005所得比例芹

令がゼロの場合の最飢保障年令額単身年額83，922クローネ二134万円夫婦2

人年額149 ， 720クロー不 ~239}J 円)、移民間 jj者など苧金の居住要件を満たし

ていない高齢者に対しても2001年の高齢、省生引援助法により、税財源により一

般の干十会扶助より資産要件を緩和した公的扶助が文給されることによるい

また、、ド均受給日月l叫が、 5"8月と短く、凶24のとおり特に20歳台までは60%

杭l支は 6ヶ月未満の受給期l聞であるのは、受給1['に件極職業教育・訓練プログ

ラムに最低6ヶJJ参加「ることで、前述の失業保険(基礎保険)の資格を得ら

れるようになるためである。

社会扶助の運営管理や基準の符定、適尉もコミユーン川本の市町村にあた

る志i超自治体)に任されているため、コミ J今一ンにより異なるようだが、一部

コミュ ン(ストックホルム市ンヤーホルムメシ|メの事例が右れ)ではジョブ

センターを設肖し、公共職業安定i~Î- との連拡の下に、個人ごとに担当相談守が

ついて個々に日棋を υて就職のための助計J円寺や必l主に応じた川線、試同扉崩

等の手段によl)就労宵立に成果を卜げているり

また、 2001-2003{1のソーンャル・イ/クルージョンω凶家目1I出において、

社会扶助受給再を21川4年まごに1999年水準から干減するという円椋を担げたb

Lかし、 26%依卜がみられたものの前述の労働}J本の創出目標の未達成、持者

や新たな移民の労働力平の低下もあって、 2山14年後半から、やや上昇傾IIIJにあ

るよう-cある"

図24 スウェーテaン年齢階級別社会扶助受給者比率、 6月未満受給者の比率 (2∞1)

f荷bUヒ

6ヶ日未満受給者

資料厚生労働有 スウ J デ/における公的扶助制度に閃する調脊叩告書」より川l共 ス
ウ c--Y-":;-社会l丁:tf料j
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H本におけるゾ ンヤルイ/クル J〆ヨ/的政京の必要性と日l能件

イ目 ドイツ

ドイ yの社会扶助(品川lhi1fe)は、前述の引附日年 1月施行の「ハルツ第 41:'去」

により改iEL、就労能)Jのある者は、社会扶助は支給せず新たに作られた「失

業論付II (Arbeitslosengelc1 II) Jのみが支給されることとなり、社会扶助は、

就労能力が身体的・社会経済的にない者の給付となったー同齢者ペコ傷柄・陪'!

f'i'、千どもの保有や家践の介護等で就労しにくいf'i'などがその刈象となるもの

と思われる。

己主止前の2肌)4年の年齢階層別の担会扶助受給省放を見ると凶25のとおり、 15

歳未渦がお 2出で、 15歳 ~64歳が64.1%であり、 65歳は2.7%にすぎない。全

体の受給者/えぴ保誌率は2003年の281.6万人、 3.4%に比べて上昇しているが、

63歳以卜は2ω3芹の9.S})人(保護キ0.1%)から受給者数で初出減少している。

松本氏 ¥2IJ(4)13によると、これは年金/j<半の己文書により 2001J年時点でも社

会扶助受給者の 7括和リ支であヮた65歳以トの出につい亡、 2ωl年に制定された

位前資産法により、~齢年金で最侭限度の収人を得られない ii に税財源で扶養

義務等を軽減したた礎保附をiJう制l肢が導入されて、 i置市の宅[，会扶助から移iJ 

したためである。この制度は、社会扶助とほぼ[cJ一本準で民らさる品分を支給

するものだが、同己及び同居の配偶者等の資件や所得は調子子の対象とするが、

IcJ肘していないっ子ども等についてはそのJ])[入がイj'-IUJ1 0万ユーロ=約1.'100万円

を加えない限l)主主主を求めなし」子などへの扶長話本が及ぷことを恐れて社会

扶助を"古求しない芯人や1S歳以上の障害省を対象とした制度となっている。

もでッて、ほとんど球働年齢層とての子どもが社会扶助の対象であるため、2005

イ[U)改正により社公扶助から、失業給付Hに大相な移動が起こっているようで

あるυ 土刊氏 (21J1J5)"によると主要都巾の社会扶助受給計は2004年よから2005

乍 1Hにかけて判#み90%>:1.1減少Lているとのことである行

実際の移iJ状山マ振り分け方法、 clX止後の受給者層の持倣等は今後研究して

いきたい。

図25 ドイツ2∞4年(ハJレツ第4法改正前)年齢階層別社会扶助受給者数
全体 1.-;歳未満 l:i歳かわ64歳 前歳以上

受給古数〔構成JtI] 2.910T人、1001]出5T人(33.2) 11，86n人(6UI] ;8T人(2.7)

保設平(人11Jt1% 3. Sμ ぉ1% ~~. 4 % 。日%

資料出所 SLaLisLi，，>cll出 RUllde，'>illllL引)(j.:年 8月19円プレスリリ ス資料よ句作成
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ウイギリス

イギリスの生活保護である所得補助(IncOl同日upport)は、前述のとおり、

1996年に拠出世|の失業給付が.[11イLの求職者給付になった時に、所得補助(日本

の生活保議)で失業者に山されていた部分を統合し、拠出制のま職者手当

(Jobscckcr .Allowancc Conlr山.lLcd.bascd) と、税則源の所得訓査申11求職者給

付 UobseekerAllowance lncome.based) となり、所得補助の占は、基本的に就

労能力のない者十、了の保育や家族の介主要等社会経済的な坦出 E就労が同難な

首が対象となるので、高齢者、短期止は長期の傷病で働けない省、障官昔、一

人組世帯等で了の保育や家族の介識で働けない者が十な対象となる。

具体的には、次の.~.は除かれる !

四16時間以行I!入のある仕事で働いといる音

配偶~'が週24時|出以上収入のある仕事で働しミている占

就労UJ能な失業者(求職者千当の対象となる場合や配偶者が所得調杏制

求職占手当の受給省である場合も除かれる)

司" 資産が8.000ポンド=約166万l'I~.l r.の者

また、 2003イ110JJに低街λは世イl合者の所得を保障するイi全クレンヅト

(Pension Cl-edit)が制l主化されたため、的成u卜の古齢者はほとんど 般の
所得補助の)，1象外となった。

畑、年金、低額年金受給者のj~Î'得保障のため、 1999年の年金改革と時を同じく

して最低所得保障(.:¥..finimulllIncomc Guaranlcc!が税財源で導入された。 2003

年に創設きれた年金クレジットは、やはり税財源でこの最低所得保障制民に

取ってかわる制度であり、 60歳以上の省について単身者に週10日イ5ポンド二 JJ

換算約抑制II1 I'J夫婦で週167.05~tミンド=月額約151. I1I1I1 I'J~))lí得を保障 f る，， 65

歳以|は老後の貯蓄対応としてさらに単身者はiI416.1-1ポンド、夫婦はlM21.Gl 

ポンド保障教が上乗せされる{

高出J者自身。〉作企や稼得収入のみがカウン卜されてその傾と保障績との差額

が支給される また、 6111111ポンド=約im万円以下のRJ余は鼎悦され、 611111W

シドを超える貯企領300ポ/ドにワき 1ポンドの;1¥1当たり収入があると 背定さ

れる口(例 目111111ポン!の町金があjしはや差額2削附ポンド割る日1111ポンドご週4ポ

シドの資産i収入と計宵される)

チの扶養の有無、 11分が住んでいる家と土地は収人認疋の対象外ということ

で、所得補助に比べ亡かなり寛大な煩いとなっている c

]
 
-2 
[
 

北法;j7(3.:sfi)1:s2



H本におけるゾ ンヤルイ/クル J〆ヨ/的政京の必要性と日l能件

i也lJ、所管官庁は2001年に栴引からIii'用というニュ アイ ル政策を推進す

る間内から、それまでの社会保障有に就労支提策を行っ亡いた教育雇刷省の部

同が統行され、雇用年金名 (DcparLmcntoI ¥Vork and Pcnsion) となった。ま

た山先機関も職業紹介をわうジョブセンターと福祉給付の窓口の Henefit

OHi叫が統介されJobccnlrcPlusとなり、本来就労能}jが低い者や就汚阻主要

凶のある行を対象としている所得補助受給-X"に対しても就職可能刊の定朋的耐

接が義務づけられ、就職立援策が講じられることとなっている。

所得補助の対象首の類型別の人数と構成比率の推停は L凶26) のとおりであ

るU

なお、年金クレジットの受給人数は2004年 2凡で2，264T人、I'J甘受給額は週
42.1~~ ンド=月額換升約38 ， 700円J∞5年 2 月で2 ， 674干人平均受給績は週41. 7

ポンド二月額換算約37初日円であるつ(資料出所 イギリス府出年合者 Pen

SiOll Cr('diL Qu礼rLcrl、Sl川1叫icsEnql1iric寸扶琵や資産等の受給資栴が所得補
助より寛大なので2003年の所得補助的60歳以上受給者数1，769T人より附加し
ている

図26 所得補助ヴループ別畳給者(千人)構成比(世)平均畳給額(週ポンド)(各年2月現在)

む: 数 似)奇襲l人l 勺 人tt!. 障古古 その他市2

1997 3‘9:;，1 (lO()J l‘721(13.6) l‘日3D(2S. 8) 自09(20ユ1 ，102 (10.2) 

2似J() J.8U6( luU; 1.6U4(42.2) り19(24. 1) り49(25. U) 333(ぷ8;

2α〕3 3‘9()O (l (0) l‘769(H. ì~ 自:i7(21.1) l‘日9:1(27.(i) 261 ( (i. (i) 

2似H 2.2U4( luU; lβ( 0.7) 821 (37.2; 1.118(50.7) 249(11.3; 

200ユ 2‘1:i7I)O()) 11 ( 0ユ1 780 (3oユ1 l‘121(S2.(i) 222 (10 .1) 

資料出町 イギリス雇用年金有 [ncomeSU]l]lon qUZlf(erly礼山山csEnquin同
l ω此1J，上のグル プには、川偶苫がω此1J，上の苫を含む
可 その他は惰病者などが考えられる 3

ヰド3ごJ苦手式知

;jo.(jホンド

63‘IJ 

70. 

88.2 

8o.I 

イギ')スでは前述図19のように子どもの貧困比率が特に高いため、ソーシャ

ル・インクル ジョンの岡家行動計画でも、2020乍までに子どもの貧I小|の根絶、

211111年までに半減、 2004年までに 1/4械を相標に掲げ Cいる}このため、参

加は強制していないが 人親のニューデイール対策 (Nc¥vDcal Ior Lon(' 

Parents)等の就労支援対策を進めるとともに、前述の ChildTaxじredit (じlじ)

という負の所得税型の就労を要件とせず、了ともの扶交に純化した所得控除を

北法57(3-33;;)1331 [2112] 



研究ノ 1 

支給し(1ヌ122)、同じく就労を要件とする悦控除 WTじの'1'で政川に告):7-.認

定きれごいる保有サービスの資肘の 7割を開除百四に加主主している{

史には、児illを対象とする社会保障給付である児且「当 ChildBrncfilを支

給している{この見苦手当については、ドイツ、スウエ デンでも支給してお

り、その領、支給範阿ともに日本より千ぽいものとなっている。

イギリスは、児甫の貧困について、9e，常の不利前がしばしばiil，道教育の達成、

さらには将来の低賃金や低い雇用となって次の世代の低所得と機会の否定を招

くとしている。児童に点目した貧困対策や附得保障を、出生率向上慌ではなく、

機会の平等対策と依置づけている。

図27 児童手当の比較

イギリス ドイソ スウ L ーず2ン 円 本

支給イl齢 原則16歳半満 軍~IJ18歳以前 16抜本満 小学 3イlまご

f!，何制限 なし なし なし あり

支 結 南 J旦11.'1ボシド 同 L';，j3.ーロ 月 120'1クローネ 月 5，α]0円
l前2-[の場合) '，H約 i万IIJi (片手]2.~万 11 1) '， H ネ~1. 8万 IIJ)

'tt料内閣府「よい成17年版少f化干|会白書 少f化対論の現状と課長ヨ lより11成為替レ ! 
20{l(i. 2 

N 日本における低所得層の特徴と対策

1 相対的貧困層、生活保護受給世帯の特徴

次は、 11本における相対的貧|本|層やI1活保護世帯の特慨を兄てみたい{

(11 国民生活基礎調査の所得四分位の第I分位階級の特徴

等刷所得では年齢階級別等の数字がないので、世子育単{すでみた所得四うHすの

第I分位階級の特慨を見たしh

各年齢|持岡山での低所得Id にk~する十世帯の比平をみると、 29歳以 l と GO歳以

上の比率が平均 (20%) より高い 50歳以上層の中ごの第I分flLに属する世帯

の比宇治、卜がっているのは、 J受給している年金水準の増加が影響していると也

われる。 29歳以下の層で低Jyi得層に属『る率が1999年に一旦低下し、ヨ102年に

|昇しているが、この数字だけから、i2i年の持者。〉怪差。〕拡大について、何か

の傾向を品み取ることは離しいけ

[2(氾] 北法~7(3' :;34) 13:;0 



H本におけるゾ ンヤルイ/クル J〆ヨ/的政京の必要性と日l能件

図28 各年齢階層中の所得四分位第 I分位階級に属する者の比率 % 

主体 29歳以 l :10-39歳 刊叩古貴 :iO-:J9歳 (iu-69歳 70歳以 I 出歳以 I

ID88 25‘IJ .fD.3 15.2 13.6 16‘7 34‘7 53.1 48.6 

1994 2S.0 49. .3 12.9 12.ユ 14.ユ .31. :2 ユ0.6 44.4 

1999 25.U 11.8 11.2 12.1 11.3 29.3 16.-1 10.9 

2n02 2S.0 44.2 ]3 .. 3 11.2 1 Sユ 27.8 41.6 .38.1 

資料出町 厚生労同省「同民生山-M;.~~色調介」

平均世帯人民は、少了fじゃ世帯構成の絞家族化の影響もあり減少しているが、

低所得層では 2を切っているひ侃所得層は原肘省所得のある率が侭く、かつ、

減少傾向にあるが、人口全体につい亡も雇用者所得のある世帯の千の減少と、

公的年合 恩給所得のある世帯の率の上昇が見られるので、人11全体の高齢化

の影響が大きいと思われる。

図29 所得四分位草I分世階級の平均世帯人員・当該所需のある世帯比率

平均l!l市人買 J供胤苫所得 公的年令恩給

全体 第 T 全体 第 T 全体 第 T

19813 3.33i、 2.19A 7日.1% 44‘日% 33.4% 46‘五%

1991 :i.Oi 1. 9:; 78‘3 11. 1 :16‘l 19. 

19日日 2.B5 1.7日 75.0 3，‘2 42.2 55‘五

2002 2.88 1. 81 70‘7 32.:1 17‘9 S9.8 

資料出「リl 厚生労働省「同民生日北地調合」

(2) 生活保護世帯の特徴

生活保護受給者は、戦後から高度成長期にかけて減少したが、 1974年の石山

危機による 時的ィ、況と成長平の鈍化後、 1，昇傾向となった 2 その後、 1981年

頃からの生活保定通止イヒの動き'5の中で、被保護人員は1984年の17fi万人(保

謀本人11千人対12.3~iい)をピ」クに減少傾向に転じたが、バブル崩販後長期小

川の中で1995年lこ出万人(保落率 7%0) を底に上昇に恥じ、 2004年度は142万

人(保設ヰ'11.1ゐ)となっている。

この保護受給(i'の近年の特微を見てみた¥'''.-，凶30の被保護人員中の刷)歳以上

の割台が、 50%泣くなりといることや、閃3n'而齢者世帯の比ヰが16%になっ

北法57(3. :-33:;) 1329 [204] 
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ていることは尚齢化の影響である。ただし、同齢者十世帯の'1'での保護平が1975

年の114.1%。から2000年に45.1買いに低下し、 2004年も49.fi?0oとなっごいること

は、年金等の充実の成呆と見られる oIxl31の世帝類型別の世帯惜成比をみると、

高齢者位帯は4:5，7%→46.7%と明加、 10子吐帯は横這い、傷病障害者位帯は

'12.3%→35.1%と低 l'，~、 その他十世帯は5.3%→9.1%に増加している。

園初年齢脂級別被保護人員比率、保護率 図31 世帯類型別棟慎護世帯比率、世帯慌護率

総数 0-11欣 15-59吠 6(1岐川| 総数晶鈴苫付チ傷病院舌右その他

被保議人見 (%J 被保謹世帯構成不 (%J

IDi'5 100 りC~つ.， 46‘2 30.3 l日75 100 M.3 9.5 46. I 1(1‘2 

198;: iα) 22. '19.2 2号 2 198円 I似) 32.円 HA  '13.6 9. 

199;) lno n.o 43.0 44.0 199::; 11“) .ti 8.6 42.::1 S.ユ

2似)(1 100 12.5 4(1‘。 H.6 2以)(1 100 46.0 円i えυう 40.3 5.9 

2α)3 iα〕 12.8 38.S ，18. 2ぽ)2 100 10‘ヨ 8.6 1日‘7 8.;) 

2mト4 ]()O 12.8 ~~8. 。 4D. ~~ 2004 100 46.7 8." 35.1 9.4 

保 ~-~喜 率 lれ，) 保 護 率 l守川)

197:i 1l.O 11. EU 気).0 1975 20‘7 lH‘l 17:1.5 12. ，1 

1:)8;ミ 11.6 12.2 8.9 22.2 19S5 20.4 '/'9.5 216.4 12.。

199::; 6.8 円6 1.f:i 11.6 199円 H.2 ，15.1 103. i 8.0 

2()()(j お 1 (1 ユ.2 Hi.府 20nn l:i.白 42.ii 94.3 お9

2似)3 10. I 9.3 6.4 El.3 2002 18.9 46.2 112.3 11‘6 

2αl-1 10. 9.9 6.8 20.2 2飢H 20.円 ，19.6 H5.3 12.3 

資料被保誰者全国芹珂脊祁告書 資判「社会恒祉inf定業務祁告」

図32 被保護世帯中の非稼働世帯比率 図34 その他世帯保護開始理由

資料福祉行政和白例l

図33 世帯類型別非就労率推移

資料 被保護百全区| 先制立卒院内占

[20SJ 

IDり5 引川3

世帯WO)傷病要介護 (;:i.7% 21. 5% 

私働苫の死離日1) 5.0 3.6 

収入仕事の減喪失 11 13. :2 

I1j づ等円減 ~I~-V-.: B.4 19.3 

その他 。3 12.4 
資料「社会市祉行政業務Tfi-;bJ 
「収入仕事的減1''::::)-.:I は稼働収人減、

定年央業 事業ィ、阪倒芹社会保障1:;1，)

減、刊誌り減
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1995+から2001干の'1活保設世帝の増加数10))世帯 (60))世帯→100))世帯)

中、市齢者位帯士円が53.5%、l止子ul帯t円が8.8%、傷病。障害者位帯封りが24.5%、

その他十世帯J曽が13.1%を市めているレまた、被保議十世帯全体の非稼働十世帯。〉比

率は1995年から2004年で討す 4%から87.6%と微T:1-cある(図32)が、図3H"見

られるとおり構成比の最大の同齢者世帯で非稼働世帝京96%とほとんとかわら

なかったことによる口他的世帯類型では傷病。障害計世帯の非松働率は「がっ

たが、母了十世帯 (45.5%→51.8出)、 その他十世帯 (49.6%→62.8%) と非稼働

率は上昇しているぞその他世帯がどのような特級があるのか、凶34の保護開始

坦出別にみると、 1995年は世帯ギ・他の世帯民の傷州が肢も多かったのに対し

て、 2003年では、稼働収入減、定年・失業、事業の不振・倒崖、仕送り収人減

などの収入関係 (43.2%) や貯金等の減少 IEうた19.3到など経済的理出の増加

がgiLつ) K~I く不況と失業率の上昇 L凶12 1994年2.9%→2004年4.7%) の

1('で、経済的な要肉が高齢化とともに、左右前保議井の主化や自--:rの囚静化に影

響を与えているの

2 政府の対策 狭義のソーシャル・インケJレージョンと広義の対策

(11 狭義のソーシャル・インヴJレージョン

11本において、ソ ンャル・インクルージョシを意識して政策の検討を行っ

たのは、 2000年7月に設肖され、 12月に報告古を出した原生労働有社会援譲

同士交の私的諮問機関である l社会的な緩点を史1る人々に).J寸る社会制朴的存

り方に問 Fる13t討会」IGであるυ

恨i11書は、(1)経済環境の急速な変化(グローパリゼーンヨ〆、終身惇肘ぴ〕終

王寺、リストラの進七寺)、 1，2:'家族の縮小、 (3)都巾環境の変化、州価他観のゆらぎ、

といった近年の什会経済期J立の'1'で、新たな形のィ、平等・格差。〕発'1や、共に

支え合う機能のl厄弱化が指摘されているとしている口貧困告の救消を中心とし

た選別的なf十会福相から、古遍的なf十会福有|へと制度の発展がなされてきたが、

近年、社会や社会福祉の手力支社会援護を認する人々に屑いていない事例が散見

されるとしているレその問題の例として、「心身的障さ・ィ、瓦J (社会的ストレ

ス問題、アルコール依存)、「社会的排除平時捺J (ホームレス、中凶在留孤児、

外同人等)、「干十会的孤すや孤独J (孤独死、自殺、家庭内出待・暴);等)などを

掲げ、そのような問題を発見し、 MìJ~ していくために地域社会における「つな

がり」を再構築ずる必要がある、としている。具体的提日としては、 1I社会的
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つながりの白JWIに係る徒六(社会怖柑協同五会、ミPCJ等各極民間協議会等の↑百十匝

父換・提iJlの「場」の構築等)、 (2)社会福祉法人など福祉サーピス提供主休が

地域のj日制問題を発見 解決する自発的収 i)*れみを強化すること、 (3)行政羊体

の取り組み(問題発見・問題解決機能の強化、福祉分出?とi也分出?との辿J耳、凶

定した性民概念を転換して外同人や~'J.llv_ した人々を視野に入れた地域福相・コ

ミュニティワークの問先)、\~，¥人付養成の提言(ソーシ汽ルワーカ一等悩祉人材

の育成、それりの人材の積極的なアウト') チの取細み姿勢、ソーンヤルワー

カーの地域配置竿jを掲げている 3

タ主念ながらこれらの捷三は具体的な政策として大きく推進されているとは戸

い難い{目則。年の前半に成立した紅会制社法の改止などで、地域組社日|幽の策

定や干十会福祉協議会の日動強化が早早川会まれ、意欲ある市町村等では計両業定

が進められていること r 子「辺保険法の成4 施行の中 C、E欲ある U治イ本が、

而齢者の保健医療福祉という面では総合的な窓口を作ったり、介諮問係の行政

の第一組職員、民|判事業省、t¥Pu-~宇が定期的な制|究会やカンプアレ〆スを開

く等の動きがあること。2005午の介譲保険;J、改ifによる地域包括支援センタ一、

時官省白、/支援法制定による陣官者のケアカンファレンスの十仕組みの構築が進

められていること等、対象別には、総合的取り組みが提面され、促進「る仕組

みが構築されつつあるが、対象にとらわれない横断的な牡組みや制度の制から

こぼれ落ちたず「を発見解決する仕組みは国の政策として積椋的に推進されと

いるとは了7い班い状況にある。

検討会が例示した問題の中で、特に社会問題化Lたホームレス問題、児辛虐

待、 ドメステイソクハイオレシス等は、それぞれ個々の特別t.)策法や佃々の問

題を解決するための関係:(;j慌断的な述ほ対策が進められどいる j

(2) 広義のソーシャJレ・インヲJレージョン関連施策の動向

ソーシャル・イ/クルージョシと銘打つていないが、 EU各同のノーシャ

ル・インクルージョン対策と|可一方IIIJを不しているものとして、次の つがあ

る〕

(1) 若者の失業及び非正規雇用対策の取り組み

内閣官房が取りまとめ、 l厚早/川l'力

農林水斥斥;省がメ〆パ一としてE政え府寸令、休で '1若Eイ打守の|山liL乙.挑4戦単のための7ア，ク
シヨンブラ〆」を策定L、政策を排進しといる〕
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!Iilift，量売給者に対する自¥r支援プ口グラム

公共職業安定J11と組織的に辿舟Lた11立就労支援対策を中心として、地方

。〉自主性に基づくI1活保護受給者の日常!j-j丹自守、社会.r[j円自¥iをも日的と

した多株な日立支提プログラムの推進を奨励してL通る。

H卜、この一つの施策にワいて、その内容、進行状況を見てみたし、。

? r持者の自ウ・挑戦のためのアクションブラン」等の若者失業・非iHJ!Jll

肘対策の版以と効果

日の阿J3、肉7、閃8で見たように25成未満の若者のうた業》千は全体の失業十

を人きく上回り、また、全体として附加している訓止規府肘化傾向についても、

若者が朴会人とし亡スタ トする時期が長期lィ、況と企業の非if規雇用増への転

拘矧であったこともあり、特に計者層に対する影響が大きい この傾向か沖手半

の十再来拡大になりかねないことは、内閣l付の分析も含めて政付金体のほぼ 致

した喧l念となっているの

このため、政府は前述のメンバーで2004'1'12月「若者の自¥r・挑戦のための

アクションプラ /J をまとめ、 2C日イi度干狩では、このアクンヨシプラン強化

として、次の 3本住を掲げているυ以下その柱と内谷のよ要政策を概観したL九

(1) フリータ の23万人常肘照肘化、ニートの白山支援等、新省一人ひとりの

状況に応じたきめ細かな対策の実施

持者のためのワンストッフサービスセ/ター(ジョブカフJ)を百主け、新!f:o

此牛の別なく、若者のニーズに応じた相談・就職指導をわうとしているサ 146

都道府県で設置、 38都道府県ではハローワークと併設j

全凶のハローワークに若年計ジョブサボータ 等の担当者を設慌し就職折、l売

を行う。

・{j:fi-1i"トライアル雇用事業(企業に 6月程度試験雇肘してもらってその別問

員企 部補助)の対象者を舷大するとともに、長期甘/f--Jm業者を段階的に常

同居肘へ移れさせるための灼時間勤務 0，1，，]雇刑事業を創設するとしている{

.日本版デュア)レシステム(専修子校、専門前校と企業が提携して週3日科度

の教育訓練機関での!俗学と週 2円程度の企業実習を組み合わせるもの)の実

施を促進するとしている。

ニート竿の1'liL支援等

. -ft宿形式の「新者自¥r塾」の'1'でのと村町訓練、職業体験を通じた職業人、干十
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会人の基的能}Jの獲得と働く意欲の付与を DHiすとしている。

CJ也域若者サポートステーンヨン(仮称)J (J血域の専門相談、若者支援ネ y

ドトークの'1'枚)を新i没するコ

・ニート等の「学び置し」機会を提供する口(専修学校、 NドOの辿絡協議会の

l設置によるニ」トの職業教育支援、公民館等におけるニ」トーニ ト下備軍

の保活折刻策、教育機関 企菜 ~PO の辿携による情報技術を活用した C e

ラーニングサ)ピス」の開発)

地域崖業とTi昔、学校等のつながりの強化を通じた:0省と仕事の橋渡しの

推進

地域にコーデイネーターを置き、ンヨブカプム同 l会議所等と辿携の卜、

'1'小企業と若者の仕事の伯波しをずる。森林の保全整備、漁業等の長期研修

も実施する。

まだ、始まったばかりで最終的好価には早いが、主主H!I的な政策の逆行状況や

効果はどうなっ亡いるかを概観したい U

(1) フリーター25万人常財界出化刈策よ7

1 ジョブカブヱの J丈施状況

中成16(200，1イ|度jから開設し始めたジョブカフェは2005イl'9けまでに，16都

道府県95 カ j~Î-設肖され、うち :18都道jイナw- -c:土ハローワークと併設されているじ

このIUJ0)ジョブカフ工の延べ利肘者数は18;')万人とされ、そのうち就職者数は8

万8000人を起えたとされるυ

2 若省ンヨブサボ タ による新規学芋長に)'Jする就職支援

2005年は全国のハロ ワークで新規学羊:(;.を中心とする土~{'í"専門の担当計と

Lて、 700人の持者ジョブサボーターが置かれている。 2ωl'下度は600人体制で

約16.2万件の相談を実施よるとともに、 1万の中学・高校を訪問して在佼生の

就職意欲を同める活動も行っているレ2005年には就職内定 3}J人を口標として

いる口

3 背者トライアルJii!用の拡大

2004年度のトライアル雇刷開始計数は*'04.4万人、修了後'市出雇用への移qJ

江戸は創出であった。 2005+度のllHまでの開始者数は約3.6))人であり、常用
庖肘砂fj率は79.5%となっている

4 日本版デュアルンステム
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標準5ヶH0)短期訓練コ」スでは2005年度は10月末までに約21.000人が受講
しているつ 20114年度受講し修了した者の中での就職率は問。4%-('ある '~2

4下聞の長期コースは33都道府県で97コース791人であるコ

政策同標であるフリーターのお万人l市刷雇肘化については、まだ達成途上に

あるということだろうが、 1品。〉施策結果のとれだけがif刻社員などの常用取

肘につながっているのかの検証が求められる。フリーターは1997年の1日万人

から2ω2ifは209JJ人、 2003年に217h人と増加Lてきたが、 2004年に213JJ人

と干や減少に転じている。これは上記の政策効果よりも経済の日復による府出

需要の改苔の影響が大きいだろうが、今後とも、政策のJ広大により着実なJドif

規府用対策の進展が望まれる p

ニト刈1n
若者自ウ塾は200.3:午l支から実施で全同20カ所、修了昔日名'1'34名就業とまだ

始まったばかりの状況である p

ニートの全体数は19何年の40万人が、 2002年には64万人になり、以後2004午

まで61万人の械忌いであるが、これも政策効果より経i斉や人11動向的影響によ

るものであろうじ

J血j戒の格芹

地域によって労働市場の状況には差があり、 200511'12)Jの常肘の有効求人倍

半は全匡lで1.O:-lに対して、北海道は1l.5H'.ある i また7Z全失業半も全国で2005

11.10-12IJ 期!J .5% に対して、北海7皇は5.3% である。半キ.~.の)手刷怜勢について

も、」じ関以，巾信越の20115年II月の町三件内山率が76.9出に対して、北海危は

'17.5%である

今後 屑これらの厳LI.リ也蛾における地域の実情に泌じた雇刷対策、 I血冗中

小企業や経済界等との連携による早用対策の推進が望まれる 2

イ !Iilift，量売給者に対する自¥r支援プ口グラム

生活保護法では、第1条("THIJとして、生活困窮者に必裂な保護をわい、 最

低限度の'1活を保障するとともに、自¥rを助長することを目的としている〔後

円の日立の助長はケースワーカーによる指導等を通じてわうこととされてい

る〕また、市4条でとド日間約者が「利用L1せる資産、能力その他あらゆるもの
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を、 ('1'刊行)活用すること」が{思議の要1tとされており、勤労の能)Jもそこに

含まれごいる 1981年から始まった姐止化対策においては、前掲注目にあるよ

うに、資産ペコ収入の把1:5.]に重点が置かれ、就労支慢は前面に同ていなし九勿品

以前から特に椋働年齢層の保護中話朽ヘコ保譲受給者に対しては、ハローワ ク

等での求職活動が前提として求められ、定期的なケ」スワ」力 の評{州により、

就労能力があるのに求職活動等に不執心な1i"は指導的対象になり、保茂の 時

停止や廃止もあり得るとされていたが、紺織的な就労等の止:J長対策は行われて

こなかったに

2002年か向後述の横浜市、札幌巾等いくつかの自治体で同からの袖助金によ

i)、就労支援桐談員が悩祉事務所に置かれ、就労能力のある生活保忍受給ii-の

個別相談、面接指jf ハローワークへの同行、職業意欲のl喚起、ぷr"情報の収
集提供なとγ)1同別の指導助言を1丁い、効果を上げたの

2003年ぉ月よりト?とド労働省社会保障審議会福祉部会に「牢山保設市1I1支のιり
占に閲する専門委員会」が設けられ、 2004年12)Jに報白書がまとめられ、生活

保護巾l肢の保護水準の水準の検証、母子加持、老齢加持、多人数!日帯のた準の

是If，等'1情保護基準的見直しとともに、労働部局との連携による白山就労支援

を初めとする向立支援プログラムの導入を大きな柱として提言しといるべ

その従， ，の具体化として、 200;')11から込めている白、/支援プログラム 18のlJj

旨は、「被保護jll:wは傷病・障害、精神夜患等の社会的入院、家挺↓人l暴力、児

ill虐待、ホームレス、多重債務など多係な附也を抱えており、白、"ぴ〉阻';!;-以凶

となヮている A これまで福祉t，務i~Î-の両立支援の取り組みは、ウ スワーカ

等の個人の努)Jや経験に依存してきたが、問也の複雑化と被保護世帯の増加lに

よりそのような対泌では不十分となったので、組織的にトイ立支援プログラムに

耳k/) i制む」と Lている。

その内科は、それぞれの福祉事務川を)VI-管する 1'1;古休が岳管内状川を把握し、

おその状況ペコ自す阻主要閃を類型化L、;奇類型ごとに他法他施策ペコ管内の資源

を利用しながら支援内科と事務的な手順をう主め、組紘[巾に実抽「るということ

で各実施機|掲の創意l夫に期待しているが、技術的助つとして次のモデル頬型

を提不LTいる口

(u 生活保譲受給{i等航労支従事業」活肘プログラム

ハ口ーワークとの連携による就労立援のブ口グラム(後述)

]
 
-1
 
2
 
[
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柄引事務所における就労支伎ブ口グラム'"

「就労ι首:欲が認められる」等::cの事業対象者の't'件を欠いている告を対象
に、ケ」スワ」力 や非常勤就労文様員による個別相説、意欲喚起、就職面

接指弾、ハローワーク|丙11，等就労厄欲の喚起を含めた就労指導をわうプログ

ラムコ

若年計就労支援プログラム

'1'羊や同校q1iMの18歳以下の新音を対象に、アの事業との連携、日用や牛

業扶助による高校、専修干佼進学支提写により、就労UiLを目指すプログラ

ムハ

特有1
'
障管省就労支援プログラム

精神障害者の就労主伎を行う福祉・労働事業の{rii用により就労立嫁するブ

ログラム。

十十会参加山動プログラム

稼働能力なく地域紅会との交流が必-，~な占を対象に社台船祉協議会ゃね祉

施設と連成して、福祉問動や公開管理等出境保全市動などの地域貢献活動に

参加させるものわ

日常生活立欲]uJ卜プログラム

ひきこもり、うつ等]]常円滑の白 υ意欲を欠く者に精神持者古者等白、r支援

Rや保健j~Î-等通じたカウンセリング、精神刺デイウア、当事者グループカウ

ンセリングに参}J1Iさせるもの付

ロ齢者健康枕持]"J卜プログラム

両齢占に対して、ボラ/ティアによる児二J~ t)、保健削等の!]活JH導、!]涯

学習への参加平介護予防事装の活附をIJうもの。

③ !Ij古河1j:1'J内忠者健''*管理プ「口グラム

保健師等の生活指導、服菜、運動、栄養指導等を1Jうもの}

「精神障主者退院促進支援事業」活用7
0

口グラム

楠神障害事業との辿ほで、社会的入院をしている精神障害計の退院のため

の訓練と退院先確保をl刈るもの。

冗ホームレス等居宅生活支提プログラム

六ランティアによる見守り、保健帥等/1'.1:丹JH哩、f!a盤施設ショートステイ、

通iifj-1';2jヂ施設・小規検作業J~I の活肘を fJ うもの}

'f1J 多重債務者対策ブ11グラム

北法57(3-32;))1321 [212] 



研究ノ 1 

法律扶助協会等のJJ[料相説、家計簿ロ己肢のJR導、当事者グル」ブカウ/セ

リングを活附した債務かりの脱却1'1立の支提を図るもの{

初年度ということもあり、実際に各都道府県・巾で実施しているプログラム

の状況は|叫30のとおりとなっている山。後述。)I/[活保護是給者等就労支援事

業」活叶プログラムとそれ目、前から困の補助等で杭労支援員を設情し実施して

いた就労自守主援プログラムが'I'心であるが、精神障害者等の退院立援や、退

院後の ~-'-=t支援、粕相I '障古ヤ元ホームレス、ひきこもり等の μ立相談手の H'砧

k戸市白""立J壬型のプログラム、ネ十会福祉協議会等との連携によるボランティア

活動を通じた社会生活山止支援組のブログラムも見られるに

また、 卜百己の]7分にとらわれF、母了世帯に着日し亡、半日白す型から就労

図35 自立支援プログラム取組状況

ブロゲヲム γ『 尖施白日体技

「牛l'jri保i金正玲古宇就労支花1FJLIT用プuグプム じ S 13 (日8.9%)

おt主主民プログラムI礼咋よ接貫主主1丙肘 l 156(19.8~' 

就労支援フログフム (W:最適応訓林j 18( 2.3;' 

おt活白守"-援プログフム lその也、 137(1 ， .4~' 

就労H斗小計 じ :m

H常川活口すJ乙援プログラム l口す相談貫主主首刷、 I(¥( 2.::n 

口市生日同.!L支採プログラム tjH院E匙l 31( 3.9) 

H 常 '1 活白\T_l~をプログラム t Jl院{&I，':宅 '1 活 l~をJ り I. I~' 

口市生日同.!L支採プログラム (1士会資源連J出 1H S.G) 

H山弁十11，白す主張プログラム lその他/ 112はu:.

口常生活門J!..小川 2]4(，:27.2) 

社会ザi，rild ¥I_CZ:ttプログフム'1↓問j生隅計会tri動s加l 18'~ 2.3 

社会活動門 ~-k提プログラム I その他j -t2( S.内::1)

社会f川凶"ノj、口i 6U( ，.6 
門 ~11委フログラム松n十 じ日自日 i，4.2)
資料出所干成lR年2月四円社会接設日悶係主持課長会議資判

~施~Hì休数の閥的、 J内の比率は788臼治体lいの実施率

安加11守政江 正成者t1b I:IJ ，:~: 

目、186 i咽811(29.3%i

19. ，76 5，9+0 i30‘U) 

111i ，13 t 1~. 7) 

リS 982 i31‘り)

22 ‘ 18~ 日咽97ユt31.0}

391 1.50 i31‘日)

910 111，，11.乱l

12 10 i83.31 

:;01 2，"iSUiLi，l 

3
‘611 325 i札日)

.1.49i 自.14(1 ~.，l) 

36 25(69.1) 

190 i9(-1-Ui) 

226 101 (16‘
0'， 

28.21)8 7 咽 ~m(28.1)

じ 止活保~!t受給?考会与就労"-接半業」活胤プログラムは年位内で令口治休で実施することに
なっており、 513は12月現在のでt他山ifパ半数c また就労山 ¥'(/J、計の311、μ;''7'1左7'"グフ
ム説、百l の58~はそれ以外のプログラム数
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H本におけるゾ ンヤルイ/クル J〆ヨ/的政第の必要件と日l能件

文様員やハ口 ワ クとの連携なとの就労自>1型までの事業を展開している所

(剖|路市)干、東京都の板橋区のように就労支援以外に、補神障害者退院支援、

同校進J干支援、人入L透析巴者支j長、在宅要介護同齢者等支援、ヰ、ームレスの也

宅格1J支援(更生抽設活肘)、不登校児支提、ひきこもり改苦支提、精神障害

者主宅文援など多係な事業を展開している自治体もあるー

このうち、特に「生活保l謹受給計写就労支授事業」活肘プログラムについて

は、平成17年収 (2005年版)において、ハローワーク側に牛山保設受給者の就

労支援のためのコーデノネ ター100名、ナピゲ タ-67::{1をゴ1"出勤戦貝とし

亡配世し、全同的に事業展開を肉っ亡いる この事業は児童扶克子当受給者も

刈象とするが、、ド成17年度については、政令部市以外は生活保忍受給者のみを

対象としており、以下、ヰ1'1可保護受給者対象事業について述べる。

事業の仕組みは、次の流れによって行う{

福祉事務所からこの事業の対象者の要件(必心身健康で稼働能力がある、〈号

此ノj意欲が品い、③翠肢の介ぷ、 j~育の必'~-なとの就職叩下手 'Z:凶がない、 ~D

宇業参加に本人が同，"E:しているj を満たしていると思われる者のりストをハ

ローワークに伝え、組織的に依頼を行う

福祉T

こσの)事業の統f指青責11干省、ハローワーク側のコーデイネーター(この事業ため

の非市重}JJf'Ul)からなる「就労支綬チーム」が、対象者と而接して、事業の

対象とすべきかどうか、対象とする場台にどのような支援を行うかの々を|を

決定する{

支援期|日jは概ね G) Jで、以十的支援メニューの中から支援寸る。

抗労支援づピゲーター(ハローワークに肖かれる非l市'WJ職目。ハローワー

ク08、民間の人事・ 11務経験者、伺布|カウ/セリング職の経験等のある

{i")による何川指導

トライアル醇用(企業で原則 3H の試用取用を行う。その問刈額 ~h 円

の奨励金が企業に支給される)

公共職業訓練の受誹

(D 生活保f曜の生装扶助により受講料を支給し民間の教育訓練を受講

ハ口ーワークにおける 般の職業相談判介

-問問内に就職した場合、期間が経過しその効果がない場合には終 [-9る他、

期間111-0'もナピゲ タ の面接や訓軌を欠席する、幹放したイ|宇の面接を埋

北法57(3-32:;)1319 [214] 
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白血<UJiる等事業対象者。〕要件を欠くと官、われた場行は打ι切るー他h、期
聞が経過しても本人に厄告がある場合は再度期間延長することは可能とされ

る。

なお、各都道府県では「都道府県生活保護受給者等就労支援事業協議会」を

l設置し、都道府県・指定都市・'1'怜市の'1活保護担当課長、都道内県労働同

担当課k コーデイネーター設置ハローワーク所長芋を構成員として、事15

実施の方針や問題占の協議を行うことになっている乙

この事業の対象者とし亡、支援を開始した者は、全同で (2005洋平片まで)

6，704人であ i)、支援を終 fした省は2，231fl (33.3%)、うち就職した者は1.816

名 (27.1出)となっている。

もう少し"干制なデ タを事情聴取に向かった東京都労働局 (2005年10刀ギま

で)のテL タでみたい。以京労働同管内ではこの時まごの就~tt者305人(就職

率34.5%) うちパー lの比率は36.4%であったc 支援の稀類は、ナピゲーター

による個別相談が28%、一般職業桁介が61.:i何であり、その他のトライアル雇

岡、公共職業訓棟、 '1業扶助の割台はほし、っこれは、 IcJじく事怖を聞いた横浜

市及び札幌市"ごも状況は同じむあヮたけ

図36 東京労働局の支援プロゲラム別

資料出町 東以労回l門j資料

トライアル雇刷の対象:(;，がすノない原凶は、制度の周知の1止さ、 5万川の奨励

令は陪3者就職I判難者の助成~;績に比べノL、なく魅力カサ私、等の埋白で求人作業

が少ない、 J.i'，、募者側としても、生保受給者と知られたくないとか、 3月の試刑

期間後JtfI用に保障がないことに の足を踏む等の埋由が与えられるとのことで

あった

'1業扶助干、公共職業訓練が伸びない理由は、訓棟の結果JtfI用に結びっくと

限らないので、その聞の生活保7産支給が骨子駄になることを懸念し、福祉事務l可

制11が認める場fTが限定的であるとか、公共職業訓練の内容の使い勝干が悪い等

のJ~III があげられていた

*京労働同のこのブ11グラムの就職者の賃金は閃37のとおりごあり、パ ト

]
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H本におけるゾ ンヤルイ/クル J〆ヨ/的政京の必要性と日l能件

が56%を占めることもあり、 15)J円未満の者が65%である。

従っ亡、就職しても完全保護尉I1とならず、保定額が減百四されるだけの者が

7-8割とのことであった。

図37 就職時の賃金

全体 男 女

コ万未満 15日% 13.:-1% 19.:';% 

5万以上IIJ万未満 ‘乙~5.:) リ 19.0 :1日.4

1O)J1ス U5Jj未満 2'1. 9 22.，1 29.3 

1.")万以上引)万未満 20.0 2.L5 12.2 

20)J1ス1-.25Jj未満 9.3 13.3 2. 

2.")万以上 ~U .L!l 。。
ィ、l円 1.8 2.1 1.2 

計料i'I:所東爪労働同

事業に対する評価を東京都労働局、横浜市保Ld謀、札幌市保護JR導課の相当

早Rflに聞いたところ、上な立見は、以下のとおりであった{

[評価できる点]

-事業の 4丈施により福祉側とハローワークとの連t+li計られ、課題はあるものの、

協議の場を通ヒて、己主再も|叫られつつあるので、被保護者の白、"推進が期待

されるり

ケースワーカーも、就労白、川円寺上のノウハウを知ることができて役にげつc

[課題]

(相判事務所側の意見)

対象!史件の「就労巳誌高し冶」を寸て義通りとすると対象者が限定される〉

-文援メニューについて、ナピゲーター又は 般職業相談・料介がギだが、後

者は、ハローワークによっては生活保~1Æの専門担当者が自己肖されていないの

で、従来の職業紺介と変わらず、きめ細かな支慢ができていないー

就労支提コーデ1t、ーターは、両持して対象方針を決めた後の関ワが少ない

ので、メニュー決定f去の実施に、もっと関わって欲しし、。

-支援すピゲーターは、有効なので増員して欲しい口

トライアルや公共職業訓練の対象が少ない、対象企業の増加や使いやすさの

北法57(3-:-321)1317 [216] 
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向|が必要ではないかコ

(ノ、ローワーク側の巳見)

・本当に参加する気があるのかと盟、う場介がある(ナピゲーターペコ料介した

企業の両候をキャンセル「るけ就職斡旋しても):9'~月間で mff職を操:)返す，)

f日判事務所仰lは保護領の減額や廃止を急ぎすぎて、定着している母子等の

ノミートから、より高い賃金やより比い就労l噌 1~1への転械を強く'J!'::詰するが、

職場持境の変化で結同1[1職L、無職となる場介があるなと、慎重に対処すべ

き場合があるの

保i襲来半が向く、実際その水ィ宇に合う賃金の職が少ないことや、就労した分

保忍額が減少したり、保読経11になると保認に伴う他制度の優遇措置もとも

になくなるため、就ヲ7意欲がわかない場合があるハ

-携帯写電話需号を持たないと求人側は信用しなし惜浜市IHJ象者にプリ

ベイド対市庁を持たせるよう指j芹~)J 戸を行っているハ)

北海躍では、車がないと就職11は極的て狭くなるの

謀也iは種々あるものの、都道府県単位の協議余、制祈事務所とハローワ ク

の担当者の問ごの協議が進むことで、成果のトがっ亡いる i~Î--e は、比較的「就

労意欲」等の収作を柔軟に寸る等、迷胤で解決し得る点は改蕎が進んでいるよ

うであるυ 今後さらに、お互いの改苫努力がjmみ生活保護受給者に対「る何々

の事情に応じたきめ綱かな就労支援策が進むことを期待したい。

また、現在のところ向立就労~J外低調な他の向立文綬策も推進され、就労等

炊い意味の経済的白 υだけでなく、 11常!I'.i青白、/、社公I1i青白、/に結びっく事

業の展開を期待したいじ

V おわりに

以上、まず、 EU的、ノ シャル・インクルージョンの背景として見られた状

況が、日本でも見られるかを検討したが、ンニ係数等の|昇の要阿として、阿

年齢屑内の所得格差の太主い布齢層の開力H平位帯規枝の減少によるところは

大きいものの、世帯税棋の縮小が「日本型栴柑千十会」を支えてきた家族の扶長

力の弱体をι首:味すること、 z;年層的非止規雇肘の明大による格fEの拡大が懸念

されること、而齢者ぽ|斗では年金水準の己主苦による全体的な他年齢胤との格差

]
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H本におけるゾ ンヤルイ/クル J〆ヨ/的政第の必要件と日l能件

縮小はあるもののその年企の極類 水準、稼働収入のtJ祉、家族構成により;か

なりな可処分所得のtXi'2があること、金融資件の格左について悩巳すべきこと

を見たコ

また、 EUの労働力率と相対的貧困層の人口比率と円本の状川を比較し、労

働力不はまずまずではあるが、相対的貧川本については、欧州大降先進訪問よ

り多く、英米に近いノj、準にあることを兄た

更に、欧州各阿の低所付対策を概観し、就労能力ある低所付l出への積極扉用

情干、社会扶助と失業者刈策の統合整理がされている状況と、他h、市南tiii"に

対する比較的寛大な干十会扶助制肢の哩入、就労を要件とする負の所得税型税控

除や氾草給付 税作除の事人等の寸どもの貧困対策の推進(イギリス)が凶ら

れている状況を見た。

最伐に、け4，における制祉分野における狭義のソーシャル田イ〆クルージョ

ン政策の検討J人況や、 jム誌のソ ンヤ)レ・インクル)ンヨン政策と己える「着

首りはJL 挑戦のためのアクンヨンブラ /Jヤ生活保ぷ受給話の山JL支援施策

の状況について概観した己

少千両齢化と家肢の)!ii弱化、 Wrf規扉刷。〉増大傾向等扉崩情勢の大きな変化

の中で、就労L得るす「は、積荷的労働市治政敢による支援j，Jきで「働きがいの

ある壮事 (dcccnl¥.¥'or1..) Jにつかせて、社会に包摂寸る。他);、 lうJ、な就j)が

できないずfには、必要かっ適切な支綬を1J:1".、日目J生活、社会生活も合めた両立

を支援することは、欧州各凶ではソーシャル・インクル ンヨンの政策として

推進しとおり、前述のとおり日本においても政策の前提状凶に EU件固と共通

な傾向があることが兄られ、政策の必!民性は両まっていると盟、われる。また若

者ヘコ生活保譲受給者に対する労働機関との提舟による政策の推進など政策の適

用 μJH~1'1も同まっていると与える。

今後さらに、円本における格zEの実態の分析、欧州各国における政策の法化、

/1活保諜自¥i就労支媛等日本岡山で進行'1'の政策の全同調査による検剖等を行

い、円本におけるソーシャル・インクルージョンの起用可能性ゃ課題について、

史に研冗していきたし、。

また、~齢者甲子どもを有する世帯のlifi得保障政策、税同分自J政策の日本に

おける適用 UJ能性とその功却は、別の機会に検討したい一
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(注)

1トlJの状況については、相柏「ソーシャル インクルージョンへの政策的取

相みの現状と将来ー EU、スウェーデン、 トイツ、イギリス的取組みと 11本の

政業への合意J(2006年五月) r北大法学論集J57巻Iせでまとめているレ

2 Joint repon on social inclusion (2002) ELlropeanじommission.Key structural 

changcs p21 -23 

日 OEC[)でも200日年 3月九i円、 4月1円にパ'p:，開催された第 4同社会保障大

同公台U.... fcclin氏。[OECD Social AHairぉ}..unisLcrs)のテーマとして「能動的な

社会政策は、いかに我々すべての利訴となり得るか」を掲げているu

1 htLp://w ¥vw3.cao.go.jp/kcizai3/ gclsurci-s/0601 .pclL， 

ロ大竹文雄 i日本の不平等 科タ字社会の幻想と未来J(2005) 日本経済耕聞社

pl-p3::i" 

“内波瀬佐干日 f 少子同由社会のみえない格差 ジェンダー・十世代・階10のゆ

くえ」(2刷)日)車京大学出版会 p161-179"

7太田清 '11本における資産格差Jp2;，)樋11美雄、財務省財務総台政策同究

所編著 司日本の所得格芳と社会階層J(200:J) 日本評論社に所収ハ

8 the Nice Europezlll Coullcil 'Fight 叩 ainstpoverty and social目 clLlsion'(2002) 

9欧米各阿のジニ係数は LuxcmburgIncornc Sludj'による等f内UJ処分所得のジ

ニ係数、円本は、よい，'d4年Jyi得丹分配調存による等価丹分配所得のジニ係数{

10鴨川f↓広「ドイツ社会法典前一編・第一一端にみる--:00五イi公的扶助改

革Jr賃金と社会保障J No.1406り (2005)p18. 

11 HÜ-1~~土 10嶋田氏 (2町15) pl1-12此び武田公チ IIイY祉会扶助制度改革と

自治体財政JI賃金と朴会保障J No.1406号 (2005) p22-2::によると、ジョブ

センターといわれる失茶扶助Eの実施土休は、当初辿宇都雇刷工ージェンシ と

その出先機関の労働エ ンエンン~， (λgcnlur fur AγbcIL )が主体となり、地

方トイ治体は付随する柑談業務宇佐'白費 ・暖同費の支給をわうこととされていた

が、法案守下議ぴ〉過税で白治体的関与を強める}J向で修正され、本来}J式は193

自治体巾 4郡のみとなっているレ}(-t.J):366自治体では、ジヨブセン夕一は、

Lμ」治体とy万j

、溢生位d世白されてお:りj、69自治体ごは、実験的に自治体が支施十体となる選択をして

いる「オプションモデルJ'e運常されているつ協同]休モデルの場合には、 11治

体と労働エージ J シンーの両者が契約で法人を設すする坊台もあり、また、オ

プションモデルでも全てを宵治体職買が1JわF、職業訓練や斡旋業務を民間企

業に妥託している場合もかなりあるようであるひ

1三 Soci礼lslyrc1scn，Individualλnd f<amily Scrviccs -Sl礼lusRcporl 2004' 

l:3松本勝明 rドfツ社会保障論E 年余保険 _(2011引 信111社 P217-Z:32

11 j-.W武史「ドイツにおける社会保障己主#の動向J Iウイークリー'1活情有l研
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H本におけるゾ ンヤルイ/クル J〆ヨ/的政京の必要性と日l能件

究 j且主主5/1号 ωl.H No.2o 

1.，暴力団Rの不正受給問題に端を発L、1981年厚生労働省保護課長・乾存指

導課長連名通知 社保123号通知1!I活保護適rr.化的実施ω推進についてJ(1 123 
せ通知IJと略称され亡いる0) によ i)、左F_l}i保議の小正受給防止を十な内容と

する「姐止化」対策が進められた"10J通知の主な内界は資並(-卜地、建物、 f.i!

貯金、自動司王等の保.fJ状況)と収入状況の把握の徹底であり、金融機関や勤務

先への照会等が手段として指不されたり

16 1_早川労働省ホームページ、 www1.mhlw.go.jp/shin同九0012/s1208-2_16. hlmlo 

， 7平成18年 1月17日「若者向立挑戦時略会議」第101口i資料「アクションブラ

/的実施状況」よりつ

同 「平成17年 l正における白~文禄プログラムの来本方針につい亡」平成17芹

3月31H社援発第03311003号厚生労働省社会援護局長通知、 11.1iL支援プログ

ラム導入のための「引き(業)にワいて」平成17乍3).131口保護課長事務連絡。

1り横浜巾、札幌巾はじめ自欲ある同治体で凶の生活保護費補助金を得て、 2005

1度で全凶で2iJi-1〆!の就労支援員、 351〆lの白、'((1治相談員が配置され、個別の

就労相談などに効果を村Tている。

(参考)2004'F1支の横浜巾、札幌巾の就労支援専門員の J丈績と効果

杭労7'1去と与1'1且数

22人

4人

就労した苫(うち保護陸I1世帯数)

442人(109阻有)

17~ 人( 63也市j

資料11¥所横洪"，保護到、札奥山保護指導献資料
効果加は 保設廃lトヤ就労により11:{)'、増で保設加が減組Uc組

ツ0平成1R年2月28け社会・援茂局関係土管認i、会議資料

~l 横浜市及び札幌市の状況については、平成17'7"度!早'1利子研究費恨告「日

本のソーシャルインクルージョン政策生活保護同立支援事業」研究会報告(近

刊予定)参照{

[参考図書]

OECD編昔 井原辰雄訳世界の社会政策の動向 能動的な干十会政策による機

会の拡大にlirJけに (21111日明11需府

大竹丈雄 l円本σ川、干等 倍差社会の幻想、と未来r (2005) 日本経済新聞社

樫原朗『イギリス社会保障の史的研究V-20111紀末から21111紀へ JI ¥2山)5)

法律文化社)

l宇牛労働省編 l平成14年版!宇牢労働向書 現役世代の左打川家 経済的側面をr['

心として ， (2I1OZ)株式会社ぎょうせい

l 世界のl早川労働2003 海外情勢 i~告 r (20031 TKC W，版

北法57(3.:-317)1313 [2211] 



研光ノ 1 

l十世界のl早川労働2001 海外情勢'(~告 ~ (2ω1) TKC同版

嶋阿佳広「ドイ Y社会法典第一編・第 一編にみる ~OO石年公的扶助改革」

「貨.<i;と社会保障， NO，1106号 (2005)

内l&前仏A日了「少了高齢社会のみえない情主主 ジェンダー・世代・|府出のゆく

えJ(2005)東京大学山版会

武凶公了「ドイ Y什会扶助制度改革と自治体財政」 JH企と社会保附1No.1106 

号 (2(旧日)

I.W武史「ドイツにおける社会保障改革の動向J 1ウイーク 1)_!I活柄祉研究』

通巻;)4りvol.14No.2 

樋11美雄、財務省財務総合政策問究所編.;i;'H'i'OJ所得格差と社会階層J(2003) 

日本詳論社

布川H佐史「ドイツにおける最低生活保障制度改革の実態報告J '賃金と社会

保障 No.ll06号 (2005)

松本勝明 『トイツ社会保障論H 年金保険 J (ZII04)f.口111社

宮島洋、迎台総台1[前開発，)1究所 ，11本の所得分間己と格差J(2002)東洋経済
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